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平成20年第9回にかほ市議会定例会会議録（第2号） 

 

１、本日の出席議員（ 23 名 ） 

   １ 番  飯  尾  善  紀          ２ 番  佐 々  木  正  勝 

   ３ 番  市  川  雄  次          ４ 番  池  田  好  隆 

   ５ 番  宮  崎  信  一          ６ 番  佐  藤  文  昭 

   ７ 番  佐 々  木  正  明          ８ 番  小  川  正  文 

   10 番  加  藤  照  美          11 番  佐 々  木  弘  志 

   12 番  村  上  次  郎          13 番  菊  地     衛 

   14 番  佐 々  木  清  勝          15 番  榊  原     均 

   16 番  竹  内     賢          17 番  佐  藤     元 

   18 番  齋  藤  修  市          19 番  佐 々  木  平  嗣 

   20 番  池  田  甚  一          21 番  本  藤  敏  夫 

   22 番  佐 々  木  正  己          23 番  山  田     明 

   24 番  竹  内  睦  夫 

 

１、本日の欠席議員（ １ 名 ） 

   ９ 番  伊  藤     知 

 

１、職務のため議場に出席した事務局職員は次のとおりである。 

  議 会 事 務 局 長  佐  藤  文  一    局 長 補 佐  藤  谷  博  之 

  議 事 調 査 係 長  佐  藤  正  之 

 

１、地方自治法第121条の規定により説明のため出席した者は次のとおりである。 

  市 長  横  山  忠  長    副 市 長  横  山     昭 

  教 育 長  三  浦     博    企 業 管 理 者  佐々木  勝  利 

  総 務 部 長  佐  藤  好  文    市 民 部 長  齋  藤  隆  一 

  健 康 福 祉 部 長  笹  森  和  雄    産 業 部 長  伊  藤  賢  二 

  建 設 部 長  佐々木  秀  明    教 育 次 長  小  柳  伸  光 

  ガ ス 水 道 局 長  須  田  登美雄    消 防 長  中  津  博  行 

  総務部総務課長  森     鉄  也    企 画 情 報 課 長  竹  内  規  悦 

  財 政 課 長  佐  藤  家  一    防 災 課 長  佐々木  義  明 

  農 林 水 産 課 長  阿  部  誠  一    種苗交換会事務局長  金  子  勇一郎 

  観 光 課 長  武  藤  一  男    都 市 整 備 課 長  佐  藤    正 

  学 校 教 育 課 長  佐  藤  和  広    文化財保護課長  佐々木  正  憲 
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  予 防 課 長  柳  橋     稔 

 

１、本日の議事日程は次のとおりである 

   議事日程第2号 

    平成20年12月8日（月曜日）午前10時開議 

 第１ 議案第124号 にかほ市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について 

 第２ 一 般 質 問 

 

１、本日の会議に付した事件は次のとおりである。 

    議事日程第2号に同じ 

 

────────────────────────────── 

 

午前10時00分 開 議 

 

●議長（竹内睦夫君） ただいまの出席議員は 22人です。定足数に達していますので、会議は成

立します。これから本日の会議を開きます。 

 日程に入る前に報告します。地方自治法第121条の規定に基づく出席者は、お手元に配付のとお

りです。 

 日程第 1、議案第124号にかほ市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定についてを議題と

いたします。 

 朗読を省略しまして、当局から提案理由の説明を求めます。市長。 

    【市長（横山忠長君）登壇】 

●市長（横山忠長君） おはようございます。今定例会の初日に申し上げましたが、追加議案を提

案しておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、議案の要旨について御説明を申し上げます。議案第124号にかほ市国民健康保険条例

の一部を改正する条例制定についてでございます。健康保険法施行令等の一部を改正する政令が平

成20年12月5日に公布されまして、21年の1月1日より産科医療補償制度が創設されることに

伴い、特定病院等が被保険者等に対し負担を求めた費用の額を基準にして、3万円を上限として加

算した額を支給することになったために、条例の一部を改正するものでございます。 

 以上、議案の要旨について申し上げましたが、補足説明については担当の部課長等が行いますの

で、よろしく御審議をいただき、可決決定くださりますようにお願いいたします。 

●議長（竹内睦夫君） 補足説明を行います。議案第124号について、市民部長。 

●市民部長（齋藤隆一君） 議案第124号にかほ市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定に

ついての補足説明をいたします。 

 追加提案としなければならなかった理由につきましては、市長が説明したとおりに、今回の条例



- 35 - 

改正の根拠となっております健康保険法施行令等の一部を改正する政令の公布が 12月 5日となっ

たことから、12月 4日の提出ができなかったものでございますので、御了承をお願いいたしま

す。 

 条例の改正内容について説明をいたします。第5条第1項の規定は、出産育児一時金について規

定したものであります。現行の一時金は 35万円となっておりますが、これに 3万円を限度として

加算をするものでございます。 

 改正の理由でございますが、安心して産科医療を受けられる環境整備の一環といたしまして産科

医療補償制度が創設されまして、平成21年 1月 1日から実施されることになりました。これは通

常の妊娠、分娩にもかかわらず脳性麻痺になった者に3,000万円の補償金が支払われるものでござ

いまして、保険料は一分娩当たり3万円となっております。保険料は分娩費用に転化されまして、

結果として出産に要する費用が3万円ほど上昇することになりますので、3万円を上限として加算

をするものでございます。 

 第5条第2項の改正は字句の修正でありますので、条例の内容に変更はございません。 

 この条例は、平成21年 1月 1日から施行いたします。また、施行日以前の出産に係る出産育児

一時金については従前のとおりとしております。以上でございます。 

●議長（竹内睦夫君） これで議案第124号に対する補足説明が終わりました。 

 暫時休憩します。 

 

午前10時05分 休 憩 

────────────────────────────── 

午前10時08分 再 開 

 

●議長（竹内睦夫君） 再開いたします。 

 今、124号についての提案説明並びに補足説明が終わりましたけれども、皆さんのお手元に配付

してある日程表に基づいて入ってしまいましたので、この後の進め方については、委員会付託のと

ころでこの旨を申し添えて、皆さんのほうにお諮りすると、こういうことにして進めたいと思いま

すので、御了承お願いします。 

 次に、日程第2、一般質問を行います。順次発言を許します。 

 初めに、4番池田好隆議員の一般質問を許します。4番池田好隆議員。 

    【4番（池田好隆君）登壇】 

●4番（池田好隆君） おはようございます。通告の3点につきまして御質問いたします。 

 第1点は、種苗交換会の総括とにかほ市農業についてでございます。御承知のとおり種苗交換会

は農業者の祭典でありますけれども、その一方で、大きな要因として、地域農業活性化の方策につ

いて議論する、そういった場であるというふうに言われておるわけでございます。にかほ市として

は初めての開催となるものでありました。関係各位の取り組みには敬意を表したいと存じます。 

 御承知のとおり、この地域には、先人の齋藤宇一郎氏の農業への強い思い、また、斎藤憲三氏の
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農工一体の精神のもと、この種苗交換会がにかほ市で開催されたということは非常に意義深いもの

があります。そういった理由から、この種苗交換会を一過性のものとしないで、にかほ市農業を考

える新たな契機にしたいものだというふうに感じております。そのため、最初に、この種苗交換会

の総括、例えば入り込みの状況、会場間のバス移動など会の運営の問題、それから、にかほ市のＰ

Ｒはどうであったか、経済波及効果はどうであったか、こういった点について総括の質問をお願い

しておったわけでございますが、初日の市長の市政報告でこういった点についてはすべからく説明

がされております。答弁につきましては、市長の判断で結構でございます。 

 それから、二つ目、にかほ市農業は基幹産業という位置づけではないかと私は考えますけれど

も、私は、基幹産業でなくて、農業を主要産業というふうな位置づけにすべきでないか、あるい

は、そういうふうになるように転換を目指すべきではないか、こういうふうな考え方を持っており

ます。そういった視点から、まず現状についてお伺いいたします。 

 大きな農政改革であります集落営農でございます。これにつきましては、農地の集団化は、この

秋田県の風土に合わないのではないか、こういう意見もあります。また、一方では、一部の大規模

農家に集約するだけでなく、集団体制、これはやっぱり必要なことだ、こういうふうな、相反する

意見もあるわけでございます。そこで、この集落農業、取り組んでから2年が経過いたしました。

企業経営手法への意欲、あるいは産地づくりの推進、あるいは転作重点作物、こういった点につい

て、2年経過した現在、どういった方向に向かっているのであろうかということをお伺いいたしま

す。さらには、山間地を中心として、本にかほ地区でも、耕作放棄地、こういうものが増加してい

るわけでございます。これにつきましても実態をお伺いしたいと思います。さらには、担い手不

足、こういった問題も進展中でございます。この点についてもお伺いいたします。答弁いただいた

後に、この農業問題については再質問をいたしたいと思います。 

 二つ目でございます。観光で活性化を図るということでございます。この観光の活性化につきま

しては、私は以前から何回も質問をいたし、また、答弁もいただいておるわけでございますけれど

も、新たな気持ちで再度質問をいたしたいと思います。 

 当にかほ地域は豊かな観光資源を持っております。資源の活用によっては、まちづくりの活性化

に大きな力を発揮するものではないかと考えるものであります。そこで、観光もいろいろな分野が

あるわけでございますけれども、自然観光の状況、あるいは盛んに言われます体験観光の状況、あ

るいは、最近は産業観光、こういった言葉もいろいろと使われております。県内では小坂町あたり

が非常に頑張っている分野ではないかというふうに感じておりますけれども、そういった産業観光

の問題、あるいは特産品を中心とした地域ブランド、こういったものについての市長の所見をお伺

いいたしたいと思います。 

 観光については、私のみならず、いろいろ同僚議員の中からもたくさん質問が出たわけでござい

ますけれども、おくればせながら、本年の3月にようやくにかほ市の観光アクションプラン、こう

いったものができ上がったわけでございます。この内容を見てみますと、にかほ市にある魅力が生

かし切れていないために、実効性の高い観光施策の展開、こういったものを図るべきだと、こうい

う文言がこの観光アクションプランの中に述べられています。これは具体的にはどういうことなの
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か、これを最初にお伺いいたします。 

 さらにもう一点、新市のまちづくり計画の中には、芭蕉記念館をつくろうと、こういうふうな計

画も盛られておりますが、これについては今後どのような手順で建設に向けて進めていくお考えな

のか、これをお伺いいたしたいと思います。 

 3点目でございます。全国学力テストにおけるにかほ市の成績についてであります。文部科学省

が 2ヵ年、135億円の経費を費やしたと言われておりますけれども、文部科学省が実施した本年の

全国学力・学習状況調査、その結果、本県は昨年同様の好成績であり、これは教育委員会の確かな

学力を身につけるためのさまざまな取り組みの成果であるといわれます。大変喜ばしいことだと思

います。「学力トップの秋田に学べ」というふうな言葉まで言われております。大変喜ばしいこと

でございます。そこで、素朴な気持ちとして、にかほ市はどのような状況であったかということで

ございます。成績の公開につきましては、全国的にいろいろと議論がなされたようでありますが、

2点についてお伺いいたします。 

 第1点は、結果の活用についての教育委員会の方針でございます。これにつきましても11月15

日の市の広報で掲載されておりましたけれども、通告いたしておりますので、これについても答弁

をいただきたいと思います。 

 なお、この点につきましては、2007年の 9月議会で、同僚議員が公表は控えるべきである、こ

ういうふうな質問をしておりますが、この答弁に教育委員会では、市や学校ごとの公表は行わな

い、私の記憶が間違いなければそういう答弁をなされておりますが、こういったことと、このたび

の11月15日の広報での公表といいますか、この辺あたりはどうなのかということもあわせてお伺

いしたいと思います。 

 それから、第2点、学校現場での指導力の改善、あるいは公開・非公開について、教育委員会と

しての児童生徒への思いが見えないという一部の意見もあるようでございますが、この点につい

て、にかほ市の場合はどういう状況なのかということをお伺いいたしたいと思います。 

 以上、3点でございます。よろしくお願いします。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

    【市長（横山忠長君）登壇】 

●市長（横山忠長君） それでは、お答えをいたします。 

 初めに、種苗交換会の総括についてでございます。131回という長い歴史と伝統を誇る秋田県種

苗交換会は3町を含めて初の開催でございました。この期間中、これは中央会の発表でございます

が、県内外から 69万 5,000人の方々からおいでをいただいたところでございます。また、内容に

ついても、昨年の農産物出品と比較しても 309点ほど多い 2,375点の出品がございました。そし

て、にかほ市ならではの農工一体の工業展など種苗交換会に工業を入れた特徴的な企画は、高い評

価を得ながら盛会に終えることができたと思っております。 

 また、運営に当たりましては、初の開催となることや、主要会場が象潟、金浦の2会場に分かれ

ていることと、特に金浦の第2会場では近くに駐車場がないことから、参観者の利便性の向上を図

るためと分散による参観者の偏りをなくすために、市の所有するバスと借用バスに加えて、1日最
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大 22台の無料送迎バスで巡回輸送しながら、利便性の確保に努めたところでございます。しか

し、乗車のピーク時には一時的に輸送能力を超えることもございましたけれども、乗車状況により

巡回コースを変更するなどして、需要に応じた運行や適切な乗車誘導によりまして、できるだけ待

ち時間を短縮したというふうな努力をしたわけでございますが、そうしたことで、大きな混乱はな

かったのではないかなというふうに私は思っているところでございます。 

 それから、もう一つの大きな課題でございましたのは、国道7号の混雑でございました。御承知

のように高速道路の入り口、これは大変混雑いたしましたが、これはすずらん通りまではどうして

も回る方法がないということで、当初からこれは予想されておりましたので、何とかこれを解消す

るために、スマイルや小砂川の三崎の案内所を初めとして、誘導看板の設置、交差点・会場入り口

での人員の配置による誘導で、混雑の緩和に努めた結果、70万近い人が集まったイベントとして

はスムーズな－まあいろいろ課題はあったと思いますけれども、スムーズな交通の確保はで

きたのではないかというふうに思っております。 

 次に、開催ＰＲとあわせたにかほ市のＰＲでございますけれども、開催前には、県内 25市町村

全部回りました。そして、庄内地区の5市町、それから全道の駅、こうしたところにキャラバン隊

を出して、ポスターの掲示やリーフレットの配布などをしてまいりました。そして、東北管内全市

町村に対してもポスターやリーフレットを送付いたしまして、にかほ市で種苗交換会を開催します

よというふうなＰＲをしてきたところでございます。また、会期中は、案内所や会場内でリーフレ

ットの配布を行うとともに、象潟の協賛第1会場、あるいは金浦の協賛第2会場には、観光案内人

ボランティアを配置いたしまして、市内の観光施設の情報提供や誘導などで、にかほ市の観光など

のＰＲに努めてきたところでございます。 

 また、交換会の運営に当たりましては、職員が総出で取り組みましたけれども、混雑のピークと

なりました11月1日から 3日の三連休、これは大変多くの皆さんからおいでいただきましたが、

市民のボランティア、これは延べにして143名になりますけれども、こうした方々からも御協力を

いただいて、大変大きな力を発揮していただいたところでございます。 

 交換会の経済的波及効果については、全体的なものは把握できませんけれども、にかほ市内の

21業者が出店した物販、あるいはみやげ品の販売の売り上げ増、あるいは宿泊、そうしたものを

取りまとめますと、把握できたもので5,036万円でございました。これに協賛会が市内業者に発注

した施設整備や運営費などを合わせますと約1億900万円となっておりますけれども、この数字に

あらわれないものもたくさんあると思います。いろいろ聞き取りをやってみましたが、例えば国道

沿線のガソリンスタンド、あるいはコンビニ、それからスーパー、そして飲食店、こうしたものの

売り上げを聞いてみましたが、額的には把握することはできませんでしたが、期間中は大変ふえた

ということでございまして、会場内外での経済的な効果が相当額発生しているものと考えていると

ころでございます。 

 今回の種苗交換会の開催によって、農業分野での取り組みを初め、市の魅力を内外にＰＲできた

ことや、あるいは地域経済への波及効果など、さまざまな取り組みを通して大きな成果があったと

私は思っております。この成果を将来のさまざまな活動につなげてまいりたいと思いますし、ま
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た、農業を初めとするにかほ市の産業発展の契機になってほしいというふうに思っているところで

ございます。 

 次に、集落営農と耕作放棄地の増加、担い手不足の現状についてでございます。 

 初めに、集落営農の企業経営手法への意欲、産地づくりの推進、転作重点作物に関連する状況に

ついてでございます。にかほ市は、農業生産額に占める稲作の割合が 80％を超えるなど、稲作依

存度の高い秋田県の中にあっても特に稲作割合が高い地域でございます。これは東北農政局の統計

データによってあらわれております。これまで稲作を中心とした個別完結型の農業経営を展開して

きたこともあって、農業営農組織が発足した後もその形態を踏襲しているのが実情でございます。

御質問のように、積極的な経営展開を目指した企業的な指標の展開までの機運はまだまだ高まって

いない現状でございまして、まずは現状を何とか維持したいと集落農業を守る方策に重点が置かれ

ているのが状況でございます。また、産地づくりの推進、転作重点作物については、集落営農組織

設立以前から、大豆などの集団転作が積極的に行われたことが背景にございますけれども、大豆、

バレイショ、ソバなどの土地利用型の作物が組織的に営まれているところについては、産地間によ

る所得確保のみならず、転作の実効性の確保の面でも重要な位置づけとなっているところでござい

ます。また、土地利用型作物以外の土地集約型の換金作物については、２組織、二つの集落営農組

織でミニトマトの取り組みがございます。所得確保と経営発展のために、今後とも転作関連事業な

どを活用しながら複合経営の推進を図ってまいりたいと、そのように考えているところでございま

す。 

 次に、耕作放棄地でございますが、にかほ市の耕作放棄地の面積は、統計上 47ヘクタールとな

っております。これまでも耕作放棄地になりそうな遊休農地については、土地の所有者に対し、適

切な管理を行うよう、お願いや指導をしているところでございますが、高齢化による労働力不足や

農地の受け手がないなどの要因から、耕作放棄地は年々増加の傾向にございます。また、国でもこ

れまで対策を図ってまいりましたが、農業上の利用が可能な農地なのか、非農地として検討せざる

を得ない土地かなどの基礎情報が正確に把握できておりませんでした。したがって、今年度、国と

地方自治体が一体となって耕作放棄地の状況を把握し、それぞれの状況に応じた方策を講じていく

ための耕作放棄地全体調査を行っております。今後、この調査結果を踏まえながら、一筆ごとに土

地利用の方策を立てていくことにしているわけでございます。こうした耕作放棄地の増加に歯どめ

をかけるためには、中山間地域等直接支払交付金事業や農地・水・環境保全向上対策支援事業など

既存事業の有効活用や、集落営農組織による集落機能の活性化策など、多様な方策で対応してまい

りたいなと、そのように考えているところでございます。 

 次に、担い手不足についてでございます。にかほ市の農業経営者の平均年齢は、秋田県平均と同

じ 60.2歳となっております。高齢になって、いつまで農業ができるかわからないといったこと

や、会社が忙しくて農作業をする余裕がない、あるいは機械代が高くて農業が維持できないなどと

あわせて、担い手不足が当市においても大きな課題となっております。現在、にかほ市では、農業

の担い手といたしまして、意欲的な農業者292人を認定農業者と位置づけ、複合経営や規模拡大の

ための各種支援や研さんを図るための事業を行っております。しかし、認定農業者の平均年齢も約
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55歳と高齢化の傾向にございまして、個別の担い手だけでは集落機能を持続的に維持することは

困難な状況でございます。そのため、にかほ市では、個別の多様な担い手への支援とあわせまし

て、農業生産と生活の基盤となっている集落を経営単位としてとらえた集落営農組織が大切な役割

を果たすと考えているところでございます。そのようなことで、集落営農組織を重要な担い手と位

置づけて、定年帰農者や新規就農者の受け皿となるシステムが構築できるよう、組織の経営発展を

支援できるような施策を引き続き関係者の御意見などを伺いながら展開してまいりたいと思ってい

るところでございます。 

 次に、観光についてでございます。 

 自然観光、体験観光、産業観光、地域のブランドについては、観光アクションプランなどの趣旨

に沿いまして、今年度のイベントとしては北前船寄港地フォーラムや絵画コンテストなどを実施し

てまいりました。また、商工会や観光協会と連携したバージョンアップ事業による首都圏や仙台圏

へのキャンペーン、そして、旅行業者への訪問セールス、また、岩手県北上地域への企業訪問Ｐ

Ｒ、あるいは市内生産米による米粉加工生産の特産品開発助成などの事業を実施しているところで

ございます。絵画コンテストについては、大分県や神奈川県などの県外からも応募がございまし

て、大変好評でありましたし、にかほ市のＰＲにもつながったと思っております。また、旅行業者

訪問では、当市からの提案型旅行商品をもとにツアーを実施していただいた旅行会社もございま

す。そして、海の幸まつりのイベント開催にあわせたモニターツアー事業でもカキむき体験をメニ

ューに入れたりしたところ、大変好評を得たところでございます。これらは、市単独事業のほか、

観光協会、商工会を初めとする各種団体やＪＲ東日本などの旅行関連事業者、そして秋田県との連

携により実施されたものでございます。今後とも、情報発信、商品開発、受け入れ態勢の整備、冬

期誘客対策、広域連携、特産品開発など、順次企画化に取り組みながら、魅力のある観光地形成に

向けてさらに努力を重ねてまいりたいと思っております。これまでの取り組み状況などについては

必要であれば担当の部長からお答えをさせます。 

 そこで、自然観光についても、やはり一級品の資源がありますが、まだまだ全国にはＰＲが足り

ないということで、やはりＰＲをもっともっと積極的にやる必要があると考えております。それか

ら、体験観光でございますが、今、その体験観光の受け皿となる体制づくりに取り組んでおります

が、なかなかまだひとつその体制づくりが進んでいないというのが現状でございます。私として

は、グリーン・ツーリズムなどの農家、農家が受け入れ態勢をつくって、いろいろな農業体験をす

るようなツアーも、私はこれからの観光には大変大切な要素だと思っております。残念ながら、観

光と農業を結びつけた形のものがまだまだこれからだなという考えでございまして、これについて

も一生懸命体制づくりに努めてまいりたいと思っております。 

 それから、産業観光でございますが、大変これ難しいです、やっぱり、産業観光というのは。

今、いろいろな企業が、どこまで見せるかということになると、なかなか見せてくれないんです

ね、やっぱり。そういうこともいかにして企業から理解をもらって、産業観光というものが確立で

きるかということがこれからの課題ではございますが、後で質問ございました、答弁でございまし

たけれども、各県の県会議員の方々が視察に来た場合も、やはり当初考えたところまでは行けなか
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ったんですね、見学が。そういうこともありまして、これも大きな産業観光としての課題ではない

かなというふうに思いますが、これからも企業といろいろ話し合いをしながら進めてまいりたいと

思っております。 

 それから、地域ブランド、何とかいろいろな形でつくりたいものだということで一生懸命頑張っ

ておりますが、例えば最近で頑張っているのは本郷そばです、本郷そば。これも取り組みを始めて

から、まあ食堂としては出していないんですけれども、そばを打って出していますけれども、これ

までは鳥海のほうにそば粉を出していましたが、ほとんど収入がゼロという形で、転作の関係の補

助金をもらって成り立っていたと。今回、そばまで打ったことによって200万円ぐらい売り上げが

あるようでございますが、この前も職員と一緒に浅草のほうにそばの粉売りに行ってきました。た

だ、残念ながら、浅草周辺は北海道のそばを使っておりまして、そば粉を比べても粒子が小さい

と。もう少しレンゲとかクローバーとかそういう形のものをすき込んで、栄養を蓄えた形でのそば

をつくらなければ競争にならないということでございましたけれども、これからもめげないで、本

郷の農家の皆さんはいろいろ工夫しながら足を運びたいというふうなことになっております。私も

直接そば屋さんのほうに出かけてお願いをしてまいりました。この前、ふるさと会がございました

ので、そのついでにお願いをしてまいりました。そういう形で、地域のブランド、これについても

一生懸命取り組んでまいりたいと思っております。 

 次に、芭蕉記念館でございますけれども、御承知のように、にかほ市象潟は、芭蕉「奥の細道」

の目的地として知られております。芭蕉の足跡を訪ねて、毎年たくさんの観光客が訪れておりま

す。そういうことで、秋田県で唯一芭蕉が訪れた地でございますので、本市に最北の芭蕉記念館が

あれば、観光の一つの大きな目玉になるということで、合併の際の新市まちづくり計画に建設の構

想を掲げております。しかしながら、今取り組んでいる事業もございます。財政状況、後でこれも

ございますけれども、いろいろ地域経済も大変厳しい状況になっております。そういうことで、現

段階では芭蕉記念館を早期に建設するという考え方は持っておりません。それよりも、そこに展示

するもの、仮に芭蕉記念館を建てても、そこに展示するものが十分あるかというと、そうではない

のです。ですから、まずは現在、郷土史料館が中心となって、芭蕉や象潟に関する史料や俳諧資料

の発掘調査、あるいは取得などを進めているところでございまして、今後、財政事情などを考慮し

ながら、将来に向けての建設は検討してまいりたいと思っております。 

 他については教育長がお答えをいたします。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、教育長。 

    【教育長（三浦博君）登壇】 

●教育長（三浦博君） おはようございます。それでは、私のほうから、全国学力調査に関する御

質問についてお答えしたいと思います。 

 まず最初に、結果の活用についての教育委員会の方針はという御質問でございますが、御承知の

ように、本市の全国学力・学習状況調査の結果及び考察などについては、11月15日発行の本市広

報に「「活用する力」の向上を目指して」というタイトルで公表いたしました。この中で報告して

いるとおり、本市の児童生徒は、全国の傾向と同様に、思考力など活用する力において課題を持っ
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ているということがわかりました。にかほ市教育研究所のほうでは、平成 18年度から「生かす力

をはぐくむ学校教育の推進」というものをテーマとして、基礎的・基本的な知識・技能の習得と、

思考力・判断力・表現力の育成などのバランスのとれた指導に取り組んでまいっておりますが、各

学校のほうでも具体的な指導方法の研究開発を始めております。今年度、11月20日には、象潟中

学校において、活用力をテーマとした研究協議会を開催し、指導のあり方や授業改善などについて

研修を行っております。この研究協議会は今後も年一、二回開催して、先生方の指導力向上に向け

て研修をしていってもらいたいということを思っておるところであります。また、年2回、教育委

員会のほうで学校訪問をしておりますけれども、生かす力の育成などについて、その折、指導をし

てきているところでありまして、言ってみれば、市を挙げての課題克服への努力をしているという

ところであります。 

 また、2番目の児童生徒への思いが見えないという意見もあるということでございますが、広報

をごらんになっていただければ感じていただいたと思いますけれども、我々としては、本市の児童

生徒の実態をわかりやすく報告をしたというふうに思っているんですが、学力調査の結果だけでな

くて、学習状況の調査結果についても詳しく報告をいたしました。それぞれ児童生徒や家庭に対し

て、これから頑張ってほしいなということも読み取れるように記載したつもりでございます。ま

た、学校だよりなどを通して各学校の結果や課題を報告し、さらに個人表を配布する際に、一人一

人の児童生徒への思いを説明していますので、教育委員会とか学校、それから先生方の思いという

ものは児童生徒に伝わっているというふうにとらえているところであります。 

 それから、公表に関して、前に確かに公表は行わないというふうに答弁を申し上げてきました。

それは、いわゆる点数、生の点数の公表は行わないというふうな答弁をしてまいりました。しか

し、結果の概要とか結果の考察、それから課題、対策といったものについては公表していきたいと

いうふうに私は答弁をしたつもりでございます。昨年度は、文部科学省から地教委のほうに結果が

届くのが非常におくれてしまいまして、学校ごとのこれらの公表を行いましたが、市の公表は適切

な時期までに公表することができませんでした。ことしは、昨年度よりも大分早く文部科学省のほ

うから結果がまいりましたので、市でも十分結果について考察を加えて、今回の公表をしたわけで

あります。いわゆる生の点数を公表することによって、我々は、過度な競争になったり、点数だけ

がひとり歩きして、あまり好ましい状況にはならないのではないかという思いから、点数は公表し

ないということにしているものでありまして、御理解をいただきたいと思います。今後も、にかほ

市としては、今年度公表したような形でもって市民の皆さんに公表をしながら、さらににかほ市の

教育関係に関心を持ってもらうことができれば幸いだなというふうに思っているところでございま

す。 

●議長（竹内睦夫君） 4番池田好隆議員。 

●4番（池田好隆君） 農業の問題について市長のお考えをお聞きしたいと思います。 

 合併時点で、人口規模、それはそんなに大きくない、3万程度ということであったわけでござい

ますが、小さくとも、合併によって「きらりと光るまちづくり」をしたいと、こんな思いで合併に

進んだわけでございます。「きらりと光るまちづくり」のためには、製造業の頑張りだけでなく
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て、私は、地場的な農業の振興、あるいは観光の振興、こういったことも積極的に図るべきではな

いかと。それが相まって初めて、つまり斎藤憲三先生ではないですが、形の変わった農工一体とい

うものが実現されるのではないか、そんな持論を持っているわけでございますが、先ほど申し上げ

ましたとおり、現在は、農業出荷額、そういったものを見ましても、この地域は完全な工業地帯で

ございます。製造業の出荷額がかなりのウエートを占める。それはそれで結構なわけでございます

けれども、製造業の場合は他からの影響を非常に大きく受けるわけでございます。現在もリスト

ラ、これがかなりの形で進んでおるのは御承知のとおりでございます。それに比べて、農業、ある

いは観光というものは、私は比較的自前の産業ではないかと、こういうふうな考え方を持っており

ます。そこで、1点だけ市長にお伺いいたしますが、前段でもちょっと触れましたけれども、現在

は農業が基幹産業という域を出ないと思いますけれども、先ほどの市長の答弁の中には、まずは現

状維持というふうなお話がありましたけれども、現状維持ではちょっと残念だなと。ここから一歩

抜け出て、つまり基幹産業から主要産業への転換を目指す、こういう心構えを－心構えとい

いますか、意欲、これを持つべきでないかと思いますけれども、これについての市長の考え方、意

欲といいますか、その点をひとつお伺いしたいと思います。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 先ほど申し上げた現状維持は、現在、27組織、組織されております集落

営農、このあり方が現段階ではまだまだ現状維持、どう農業と集落を守っていくかという形になっ

ておりますが、私は、これまでにも何回も申し上げておりますが、何とか集落営農という組織の多

様性、これを活用して、さまざまな複合経営に取り組んで、経営の発展につなげてほしいなという

ふうに思っているわけでございますが、これはこれからもいろいろな形で複合経営に取り組むため

の施策は展開していきたいと思っています。お話のように、私は、やはり農業というのは、この地

域にとって大変重要な産業だと思っておりますが、ただ、残念ながら、そうした意識が農家の皆さ

んにあるかというと、まだまだないように思われます。 

 例えば、平成 13年当時、ＴＤＫ、これは大きなリストラをやりました。あの当時も県単の夢プ

ラン事業がございまして、それを行政でもさらに上積みをして、かさ上げをして、助成をして、何

とかハウス栽培やってみようという形でやりましたけれども、結局そうした方々は、景気がよくな

れば、やっぱり製造業に行ってしまうんですね、そのハウスを残して。そういう状況にありまし

て、なかなかこの地域が、製造業が発展している分、農業というのにしわ寄せが来ているのではな

いかと思います。思いますけれども、先ほど申し上げましたように、集落を維持するためには、あ

るいは集落を含めた農業を維持するためには、集落営農組織、これは大変重要な役割を果たすと思

っておりますので、引き続き複合経営の確立に向けて、一生懸命行政としても、あるいはＪＲ、県

とも連携しながら頑張ってみたいと思っております。 

●議長（竹内睦夫君） 4番池田好隆議員。 

●4番（池田好隆君） 農業問題について、部長にお伺いいたしたいと思います。 

 「にかほ市の農業」という立派な冊子がございます。この中では、にかほ市の今の農業の現状、

それから主要なデータ、こういうものがきちっと出ております。それから、最後に、こういった状
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況を踏まえての課題についての取り組み、これからの取り組みと、こういった項目もございます。

今、農業の状況は非常に大きく変わっているものと思います。国も、もうちょっと違った形で、農

家の人方の意欲といいますか、あるいは最終的には農業で雇用の拡大ができるぐらいの農業を目指

したいものだというふうなことで、国も一生懸命なわけでございます。一方、また、食の安全の問

題、こういったものもあります。それから、食料自給率の拡大、こういったものもございます。さ

らには、米粉の生産量の拡大、農業を取り巻くいろいろな状況の変化があるわけでございますけれ

ども、にかほ市の農業の中のこれからの取り組みという項目、さっきお話ししましたけれども、こ

れについてはあまり具体的な取り組みの姿が見えないなというのが私の率直な感じでございます。

ですから、ただいま申し上げましたような全国的な食の安全の問題、自給率、これは40％を10年

ぐらいで 50％ぐらいにしたい、こういった大きな問題等もあるわけでございますから、これから

の取り組みについても、にかほ市の農業といいますか、にかほ市に合ったような形の、もうちょっ

と肉づけした取り組み、場合によれば目標値の設定なども含めた、そういった肉づけをして、農家

の方々の意識を変えてもらいたいという気持ちは十分にわかりますけれども、行政として、もう少

し夢のある農業といいますか、そういうものの転換を図るために、少し、これからの取り組み、こ

ういったものの具体的な肉づけをすべきではないかというふうな考え方を持っておりますけれど

も、これについて部長のお考えはどうですか。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、産業部長。 

●産業部長（伊藤賢二君） ことしの 3月に、「にかほ市の農業」という冊子を全戸配布しまし

て、農業関係者の参考にしていただいております。池田議員のおっしゃるように、やはり基幹産業

から主要産業という点もありますけれども、この冊子の中にもありますように、ＪＡの秋田しんせ

いの調べで、19年の4月から20年の2月までのデータによりますと、前年度比較でかなりのもの

が生産量として上がっていると。この中でも、ネギにつきましては 159％、花卉にしても 122％、

花卉・切り花にしては 133％、イチジクにしては 170％というデータも出ております。これは、稲

作の 80％を転換しまして、複合作物、これによって所得向上というところに力を入れてきた、少

しの成果であろうと考えております。これを市場に出して安定的に生産することによって、農家の

所得は向上すると思います。今は、このような毎年 100％を超えるものについては重点作物として

今後とも推薦しながら、さらにそういうさまざまな畑作とかそういうものについて開発できれば、

市場の確保をしながら推進していきたいというふうに考えておりますので、今の段階では、これに

もっともっと力を入れていきたいなというふうに考えております。これによってやはり所得が上が

れば、それ以上に経営の規模も上がっていくとも思われますし、安全・安心につきましては、最

近、ＧＡＰ－ガップ、これについてかなり研究されて、食の安心・安全を確保しながら出荷

されている方もおりますので、このようなことも勉強しながら、もっともっと推進していきたいと

いうふうに考えております。以上です。 

●議長（竹内睦夫君） 4番池田好隆議員。 

●4番（池田好隆君） 観光の点でちょっとお伺いいたしたいと思います。 

 市長がよく観光は総合産業だというふうにおっしゃいますけれども、私も全くそのとおりだと思



- 45 - 

います。観光に一生懸命行政として取り組んでいるわけですが、行政、あるいは観光業者、あるい

は市民、それぞれが、にかほ市が観光振興のために一生懸命取り組んでいると、そういうふうな実

態といいますか、なかなかその辺が見えてこないのではないか。行政が一生懸命頑張っているのは

十分にわかりますけれども、なかなかその辺が見えないなと。何か柱が1本欠けているのではない

かと、こんな気持ちを強く持つわけでございます。 

 観光には、物語づくりといいますか、ただ自然景観を見せるだけではなくて、やっぱり物語づく

りが必要だと、こういうふうな意見、あるいは民間であれば旗振り役が必要だと、こういうふうな

ことがよく言われます。そこで、物語づくり、これはプロジェクトの創造というふうな言葉でも言

われるわけでございますけれども、いろいろあると思います。例えば、「奥の細道」であっても、

松尾芭蕉がただ来たというだけでなくて、松尾芭蕉はどうして象潟をねらったのか、それから、そ

れと蚶満寺とのかかわりはどうだ、こういったやっぱり物語みたいなものもつくる必要があるので

はないかなという感じがします。 

 それから、北前船、これもいろいろあります。私も何回も講演に出ましたけれども、一時非常に

塩越、それから金浦、平沢、これが大変な繁栄を来したわけでございます。この辺あたりも大変な

物語になるのではないかなというふうな感じがします。 

 それから、鳥海山、これなんかも由利本荘市を中心に鳥海山の会、こういうふうなものがあるよ

うでございますが、自然、歴史、文化、芸術、こういった鳥海山の魅力をさらに発信しようと、こ

ういった取り組みとか、秋田大学の取り組み、いろいろな取り組みがたくさんあります。 

 ですから、こういった物語みたいなのをつくるのは、これはやっぱり行政の仕事ではないかな

と、こういうふうに考えます。それによって、市民、あるいは観光業者、そういった人方に、観光

で頑張る夢といいますか、こういったものを与える必要があるのではないかと、こういうふうに思

います。ですから、この物語づくりみたいな点、それから、この旗振り役としての民間の力が、例

えば宿泊施設の充実にしてもちょっと弱いのでないだろうかな、地元資本だけでは弱いのでないか

と、こんな感じを持つわけでございますが、この2点について、部長の率直なお考えをお聞きした

いと思います。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、産業部長。 

●産業部長（伊藤賢二君） 観光振興につきましては、プランによって、また、毎年の事業計画に

よって進めているところであります。アクションプランの中では六つの基本方針のもとに活動して

いるわけですけれども、平成 20年度においてもそのようなことで進めております。いずれ、目に

見えないというのは、やはり観光というのはよそから来ますので、どうしてもやはり、ここに来

て、こういう人たちが来たということは目に見えないと思います。行政としましては、そういう意

味で、例えば仙台圏へのＰＲ、あるいは山形、岩手のほうの誘客活動というものも行っておりま

す。また、首都圏でのキャンペーンも行っておりますし、北前船寄港地のフォーラムの中でもそう

いう話を聞きながら、隣接市町村、隣県の市とタイアップしながら、そういうものについて語りな

がら、商品開発に向かって進んでいるところであります。また、先ほど市長のほうからも説明あり

ましたけれども、モニターツアーなども呼んで、魅力を満載しているところをＰＲしているところ
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であります。 

 いずれにしても、不景気になると、なかなか観光のほうも不景気になるということであります

が、これにめげずに、今後もプレゼンテーションをしていきたいというふうに思っております。 

 また、昨日の新聞にも掲載されておりましたけれども、12月 4日に由利本荘市で第 1回鳥海観

光みらい塾というフォーラムがありました。この中で、私どもも本当にふだん当たり前のことのよ

うに、特に感慨深く見ることもありませんけれども、やはり旅行業者の方の話では、地元の人には

見なれた景色かもしれないけれどもということで、具体例を挙げられまして、獅子ヶ鼻湿原のトレ

ッキング、仁賀保高原から見る夕陽の魅力について、もっともっと開発するべきだろうというよう

なこともアドバイスいただいております。こういう点も含めまして、やはりそういうフォーラム等

の中で少しでもきっかけをつくり、地元の魅力を開発していきたいというふうに考えております。

また、やはりそういう意味では、行政で旗振り役というのは、一つはやはりそういう商品開発、あ

るいは民間とのタイアップによって、少しでも何かあるものについては観光に結びつくようにとい

うことで、今後とも努力していきたいと思います。 

 また、市長の説明にもありましたけれども、なかなかグリーン・ツーリズムというのが、にかほ

市には振興策としてはまだ足りない面もあるかと思いますが、いずれにしても体験型の観光という

ことになりますと、やはり来られる方は宿泊等があります。この場合には、やはり宿泊施設等の問

題もあり、それから、受け入れのほうでさまざまな問題点も抱えているようでありますので、そう

いうところを少しずつ、そういう受け入れをできるような機運の醸成を図っていかなければならな

いだろうというふうには思っております。また、そういう意味では、グリーン・ツーリズムという

中で観光も含めまして、既存のある、例えば農家レストランとかそういう産業も一緒になって今後

ＰＲしていきたいというふうに思っております。それが行政のほうとしてはもう少し頑張るところ

が不足しているかもしれませんけれども、今後ともいろいろな意味で推進していきたいなというふ

うに考えております。 

●議長（竹内睦夫君） 4番池田好隆議員。 

●4番（池田好隆君） 観光について最後1点だけお伺いしたいと思います。 

 3月に観光アクションプラン、これができ上がったわけでございます。この中を見てみますと、

前期計画が 5年間、後期計画5年間、こういう 10ヵ年の取り組みになっておるようでございます

けれども、国でも、観光事業、これに力を入れようということで、御承知のとおり観光庁まで立ち

上げて頑張っていると。秋田県も観光に相当力を入れようと、こういうふうな状況下にあるわけで

ございます。にかほ市も一生懸命頑張っているわけでございますが、私は、この観光アクションプ

ラン、もうちょっと計画をスピードアップすべきでないかと、こういうふうな考え方を持ちます。

観光の夢を掲げて、計画より実践だというぐらいの気持ちで観光に取り組んでもらえないのか、こ

ういう気持ちを強く持っております。その観光アクションプランのスピードアップの件、これを一

つ部長にお伺いしたい。 

 さらに、もう一点は、観光の大きな目標として、300万の観光客を受け入れしたい、それの 1

割、30万人を宿泊させたい、こういう大きな目標があるわけでございますが、現在の宿泊施設で
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は、旅館、ホテルを合わせて1,067人の定員だと、こういうふうになっておるようでございます。

この宿泊の充実、こういったものも他からの業者の誘致も含めて、少しスピードアップしてもいい

のではないかと、こんな感じがしますけれども、この2点についてどうでしょうか。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、産業部長。 

●産業部長（伊藤賢二君） 先日も酒田市で北前船フォーラムがありまして、初代の観光庁長官、

それから、観光庁の資源課長も見えられまして、やっぱり県を超えた観光を進めなければいけない

というお話をいただきました。それにはまず、今後観光庁で進める1,200万人の外国人誘客に対し

て2,000万人を目標にすると。今後は、地方にも外国人が行くので皆さん頑張ってくださいという

励ましを受けました。それに基づきまして、私どもも今後いろいろな考え方をしなければいけない

なという思いで帰ってまいりました。 

 そこで、スピードアップという話ですが、一生懸命スピードをアップしているつもりなんです

が、目に見えないということですので、さらにスピードアップして、今後、担当としてももう少し

具体的なスピードアップについて検討していきたいと思います。また、先ほど話しましたけれど

も、新しい商品開発につきましても、今度さまざまな意見を聞けるようなところに出向いて、少し

でもプランの足しになるように頑張っていきたいなと思います。 

 スピードアップ、計画よりも実践ということでありますけれども、その点につきましては、私ど

もも、何かあれば、東北地内においては公用車ですぐ出かけるような体制もとっておりますし、仙

台とかそういうところにも行っております。できれば、今後、現在少し計画の話があります鳥海山

を核としたものと、それに日本海を核としたものの振興につきましても、今後、積極的に参加しな

がら誘客に努めていきたいというふうに思います。 

 また、宿泊につきましても、そういう商品開発が少しでも実践になって、このにかほ市にお客さ

んが来られるようになれば、もっともっと宿泊客がふえると思いますし、交流人口もふえると思い

ますので、そういう点も含めまして、スピードアップできるような計画を今後検討していきたいと

思います。 

    【4番（池田好隆君）「はい、終わります」と呼ぶ】 

●議長（竹内睦夫君） これで4番池田好隆議員の一般質問を終わります。 

 所用のため20分まで休憩します。 

 

午前11時10分 休 憩 

────────────────────────────── 

午前11時19分 再 開 

 

●議長（竹内睦夫君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、16番竹内賢議員の一般質問を許します。16番竹内賢議員。 

    【16番（竹内賢君）登壇】 

●16番（竹内賢君） 通告してあります4点にわたって質問をさせていただきます。 
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 最初に、まちづくり交付金事業の地域交流センター、いわゆる総合文化施設についてですが、こ

の問題については、これまでもそれぞれの立場から一般質問等が、あるいは議案質疑の際にもいろ

いろやりとりがされていることは御承知のことだと思います。今年度は、この総合文化施設につい

ては、道路特定財源の一般財源化に伴う、いわゆる政府のいろいろな迷いというか、そういうこと

で、当市においては1年間凍結をすると、そういう話になっております。そもそもこの問題につい

ては、合併協議会がつくった新市まちづくり計画によって総合文化施設の整備をすると。そして、

その内容については、多目的ホール、あるいは学習室、ギャラリーなど総合的機能を備えた文化施

設を合併後3年以内に金浦地内に建設する。そして、その後策定された総合発展計画では、整備を

進めるというふうになっております。さらに、総合体育館の整備として、文化施設建設後、引き続

き金浦地内に建設する。で、総合発展計画の中では、整備計画を検討するというふうになっていま

す。 

 今までのやりとりと違って、私は、市町村合併特例法、これは何回か改正されていますが、第 6

条第7項では、合併市町村は、その議会の議決を経て合併市町村基本計画を変更することができる

とあります。同条の第8項では、その場合、合併市町村の長は、あらかじめ都道府県の知事に協議

しなければならないというふうになっています。合併をしたのは 17年の 10月 1日であります。

で、現在は 20年に入っています。合併後 3年たっていますが、現実はこの基本計画が変更されて

いる状況にあるのではないかと、そういうふうに私は解釈できるのですが、この状況をどのように

考え、第6条第7項についてどのように考えているのか、伺いたいと思います。 

 二つ目は、合併協議が行われていた4年前と現在の社会状況や経済状況については大きく変わっ

ています。昨今の新聞等の記事においても、車もおせちも売れないとか、あるいは、企業は長期低

迷を覚悟して、下げどまりの気配が見えないとか、県においても8年度に比較して9年度の歳入不

足は98億円にもなると。その3分の1を超える35億円が法人税の歳入不足だと、こういうふうに

も述べられております。したがって、これまでにない不況の波が押し寄せているというふうに理解

せざるを得ません。国内総生産が2期連続マイナス成長。あるいは、この地域に大きな影響を与え

るＴＤＫの石垣常務が新聞のインタビューで、9月中間決算で営業利益が前年同期の7割減、そし

て、社員の退職というか、それを求めることはしないけれども、派遣会社には影響はあるだろう

と、こういうふうに言っております。当然関連する会社にも影響が出ることは想像できます。これ

まで言われてきたイザナギ景気を上回る景気と言われながら、当県においてはその恩恵がないばか

りか、格差が広がっていました。秋田県内の雇用情勢がさらに厳しさを増しています。そして、失

業給付が全国的にふえていると報じられています。このように、市町村の財政にも大きく響いてく

る中で、このような現実の中で、総合文化施設は本当に必要な施設なのかどうか。これについて、

市長のお考えを伺いたいと思います。 

 計画されている総合文化施設についていろいろな声が聞こえてきますが、私の耳に入ったり、あ

るいは直接言われることは、「本当に必要なのか」と、「私たちは要らないよ」と、こういう声で

す。それで、必要なレベルですね、市民が本当に、「やっぱり要る」と、「これを利用して、私た

ちはやっぱり文化的なあれを高めていくんだ」とか、そういう渇望している施設なのか、「あれば
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いい」という程度の施設なのか、あるいは合併によって約束したので建てなければならないとい

う、そういうものなのか、その辺について、私はやっぱり率直な声を聞いて、そして、市としても

大胆な発想をしてもいいのではないかというふうに考えますので、その点について伺いたいと思い

ます。 

 二つ目は、10月 28日にも由利本荘市の 86歳の男性が火事によって亡くなっております。この

点について、火災警報器の設置推進についてです。にかほ市としても今年度、159万 6,000円の予

算を計上して、公営住宅 72戸に火災警報器を設置する施策をやっております。さらに、消防本部

としては 300戸に抜き打ち的に警報器があるかないか、そういうアンケートを実施して、結果、

7.7％の普及率しかないと、そういう結果も出ているようです。あるいは、21年度、全世帯にアン

ケートを実施する計画だと、そういう話も聞いておりますが、そういうことを受けながら、いずれ

消防法では、平成 23年 5月末までに、すべての住宅に火災警報器の設置が義務づけられていま

す。ということで、にかほ市でも 17年から 19年まで、火災によって毎年 1人が亡くなっている

と、これも消防年報で言われています。そこで、現在、火災警報器の設置に自主防災組織で自主的

に取り組んでいる町内会もあるようです。こういうものを受けながら、設置推進計画を具体的に立

てていく必要があるのではないかと。来年度、アンケートをとるわけですけれども、23年度まで

にはもう3年しかありません。そういうことで、特に老人世帯についてどうやっていくのか、この

辺を中心にして考えていくことが大切だと思いますので、計画について伺います。把握している現

状と対策についてです。 

 3点目は、政府が進める定額給付金についてであります。先日、やっと政府の方針が決まって、

各都道府県等に説明がされたというふうに聞いています。この中では、問題の所得制限は基本的に

なしと。それから、辞退の呼びかけは可能と。それから、1,800万円を下限として制限ができると

説明されているようです。申請受付については3ないし6ヵ月と。このことについて、いずれ給付

をする当事者というのはにかほ市ですから、にかほ市として、今現在です、所得制限と所得把握方

法について。まあ基本的に所得制限はしないと言っていますけれども、辞退を呼びかけることは可

能と言っていますから、その辺についてどのようにお考えになっているか。さらには、市の現在の

支給総額、幾らになりますかと。いわゆる 1人 1万 2,000円、さらに、子供、18歳以下と、それ

から 65歳以上は 8,000円をプラスすると、そういう内容になっていますので、どういう状態にな

るのか。それから、窓口対策。なかなか難しいと思うんですけれども、現状においては。現在考え

られている窓口対策、どのように考えているのか。あるいは、申請が難しい状況にある、いわゆる

足弱の人とか、あるいは、何ていったらいいかな、交通弱者という言い方あれですけれども、まあ

そういう人方に対してどういうふうに対策をとっていくのか。それから、3年後、引き換えに消費

税が上げられるというふうに言っていますから、最初はあめ玉をなめさせて、その後はがっぽり国

が税金でとりますよと、そういう政策についてどのようにお考えになっているのか、伺いたいと思

います。 

 4点目です。12月1日の広報で、市長と議長とが、中国の所曁市を訪問して、友好都市提携協定

を締結したと言われております。旧象潟町と松島町とは、地理的・歴史的背景によって、めおとの
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ごとく存在しているということで、あるいは浅草馬道地区町会連合会とか、あるいは白瀬南極探検

隊の隊長の白瀬矗中尉の縁で、愛知県の吉良町とか、こういうふうに友好親善交流宣言とか、ある

いは夫婦町の盟約とかを結んでいます。このように、国内の友好関係にある町や地区との相互交流

をこの後どう進めるのか。さらには、災害時の相互援助についても、松島町とか、あるいは遊佐町

とか、あるいは旧仁賀保町は旧西目町とかと結んでいるわけです。で、この内容は合併協議の中で

は引き続いてこのままもっていきますよと、そういうふうになっているわけですけれども、私は、

合併を求めたのは私たちのほうであって、相手側の松島町とか吉良町とか、そういう町や市には全

然それは関係ないわけですね。したがって、私は信義としては、本来的にこっちのほうから新たな

再協定を求めて、今後の交流のあり方をお互いに話し合いましょうと、そういうことが私は信義だ

と思うんです。 

 したがって、この点について、私、今まで2回、議案質疑の際に聞いていますけれども、たまた

ま松島町議会でも、去年の 12月定例会で高橋辰郎議員が一般質問し、今のにかほ市として再協定

すべきではないかと、こういう一般質問をしております。これに対して松島町長は、にかほ市と連

絡をとりながら進めていくという答弁をしております。したがって、先月の 11月 2日、松島町は

町政 80周年の式典が開かれておるようです。市長も議長も参列したと思うんですが、これらの中

で何らかのアクションというか意思表示、お互いの話し合いがされたのではないかというふうに思

いますので、この点についてどのようにお考えですか。吉良町についても同じであります。11月

15日号で、白瀬の墓参とか、あるいは記念館を訪れたと、吉良町長が来たと、こういうふうな話

も載っていますから。 

 それから、この中での二つ目、特にこれまで深いつながりを大切にしてきた松島町との交流が、

これまでは民間的には特にスポーツが主でありました。最近は、冬のイベントの「おらほの鍋」に

参加をしていただいておりますけれども、文化面なども含めて、特に松島町とは、芭蕉、あるいは

紅蓮尼、こういう文化面での関係が深いわけですから、幅広い交流をどう進めていくのか、これも

やっぱり考えていく必要があると思います。それから、災害時相互支援協定の実効性、これをやっ

ぱり高めていく必要があると思いますので、現在の協定を再検証し、再協定すべきだと考えます

が、いかがですか、伺います。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

    【市長（横山忠長君）登壇】 

●市長（横山忠長君） それでは、お答えいたします。 

 初めに、新市まちづくり計画でございますが、文化施設を合併後 3年以内に建設となっている

が、総合発展計画の基本計画で変更されている状況にあると解釈できるのではないかというふうな

御質問でございます。 

 御承知のように、合併した市町村には、新市まちづくり計画と総合発展計画、いわゆる基本構想

の二つの計画があるわけでございます。新市まちづくり計画は、合併後の新市のグランドデザイン

となるものでございまして、合併の際に、市民の皆さんに合併後のまちづくりに関する将来像を示

して、これに沿って合併の適否を判断してもらう材料の一つとして策定したものでございます。ま
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た、合併特例法に示されております合併特例債などの国の財政支援措置の適用のためには、この新

市まちづくり計画にその事業が位置づけされていなければなりません。 

 一方、にかほ市の総合発展計画は、新市まちづくり計画で定められたまちづくりの基本理念を受

け継ぎ、市民アンケートや住民検討委員会から御意見を伺うなどして案を策定して、市議会の議決

を受けて決定をしたところでございます。基本計画は、基本構想に掲げるにかほ市の将来像を達成

するための政策や目的、主要事業などを示したもので、計画期間は、中期的な観点から、平成 19

年度から平成23年度までの前期5ヵ年の計画となっております。 

 したがいまして、文化施設の整備はこの計画の中に盛り込むことは当然のことでございまして、

当面、この二つの計画に沿ったまちづくりを進めていくことになります。そのようなことで、新市

まちづくり計画が総合発展計画の基本計画で変更されたものではないと考えております。 

 次に、合併特例法第6条第3項をどのように考えているかでございます。文化施設の建設につき

ましては、まちづくり交付金事業を活用することが財政的に最も有利な方法と考えまして、平成

18年の9月に予備調査費を計上させていただきました。それ以来、平成19年度に本調査が進めら

れまして、今年の4月に正式に金浦地区まちづくり交付金事業として、交流センターの建設を含め

て、国から事業の採択を受けたところでございます。 

 「総合文化施設を合併後3年以内に建設する」の解釈の仕方には、さまざまな考えがあるかと思

いますが、この施設については、市民による基本構想の策定や、まちづくり交付金事業の予備調

査、本調査も建設の一部に含まれているものと理解しております。したがいまして、合併特例法第

6条第7項による建設計画の変更は必要ないものと考えているところでございます。 

 次に、総合文化施設は、市町村の財政にも大きく響き、必要ないという声が多くあることをどの

ように考え、そして、市民が渇望している施設だと考えているかという御質問でございます。先ほ

どもお話がございましたように、地域交流センターについては、道路特定財源が平成 21年度から

一般財源化されることが閣議決定されておりまして、今後の見通しが全く不透明なことから、国の

動向を見きわめるためにも、地域交流センターの建設着手に向けた具体的な取り組みについては、

1年間様子を見ることにしたものでございます。最近の動向としては、与党の道路特定財源のプロ

ジェクトチームが、道路特定財源の一般財源化に伴い、地方に1兆円規模の新たな交付金事業を創

設する考えを示しておりますけれども、まだまだ課題も多く、全く不透明な状況でございます。ま

た、一方では、100年に一度とも言われる金融危機は、世界的な規模で景気を後退させ、産業界に

大きな影響を与えております。特に、当市の経済の発展に大きな役割を果たしております製造業が

大変厳しい状況でございます。こうした現状が今後市民生活にどのような影響が出てくるのか、市

の税収はどうなるのか、地域の経済情勢に強い危機感を持っているところでございます。また、国

の政局は大変流動的でございます。特に民主党さんは、政権をとった場合には道路特定財源の暫定

税率分を廃止するとしておりまして、そうした場合、国から地方に新たな手当をしていただかなけ

れば、にかほ市に交付されている暫定税率分、これは御承知のように 18年度の決算分で約 1億

6,000万円ほどございます。もしこの暫定税率分が廃止されることになりますと、恒久的にこの財

政的な支援はなくなるということになります。このような状況下で地域交流センターに着手した場
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合は、福祉や教育、他の事業などに財政面で大きな影響を与えかねませんので、地域交流センター

の建設着手については、地域の経済動向や市の財政状況を慎重に見きわめるためにも、もう少し様

子を見たいと思っております。 

 次に、地域交流センターは、市民が渇望している施設だと考えているかの質問でございます。事

業採択申請のために、ことしの2月に実施したアンケート調査によれば、費用と効果の設問につい

ては、52.8％が期待できるとして事業化に賛同をしております。また、地域交流センターの整備効

果については、「雨の日でも子供たちが遊べる場所の確保による子育て支援効果が期待できる」が

51.9％、「多目的ホールで行われるイベントにより広域から集客する効果が期待できる」が

51.3％、いずれも過半数以上となっております。このことから、アンケート結果は統計学上信頼で

きるものと考えておりまして、それが民意であると認識しております。地域交流センターについて

は、そのようなことで必要な施設ではないかと考えているところでございます。こうした状況の中

で、先般、平成 20年度のＰＴＡ連絡協議会からも早期文化施設の整備について要望をされている

ところでございます。いずれにしましても、今の経済状況、こうしたことを見きわめるためにも、

もう少し建設については様子を見たいと考えております。 

 次に、国内の友好関係にある町や地区についてでございます。宮城県松島町とは、旧象潟町との

夫婦町、東京都台東区馬道地区町会連合会とは、旧象潟町と姉妹地盟約、愛知県吉良町とは、旧金

浦町との友好親善交流宣言都市として、それぞれ締結され、にかほ市へ引き継がれております。

個々の都市との再調印については、これは前にも質問されたときにお答えしておりますが、松島町

との夫婦町の締結については、25年、人間で申しますと銀婚式、夫婦でいいますと銀婚式に当た

る平成24年度に、それから、台東区馬道地区町会連合会や吉良町とは、それぞれ締結20周年とな

る平成25年と27年度に、それぞれ再調印を計画していたところでございます。 

 先ほどのお話のように、松島町においては、にかほ市と連絡をとりながら進めていくというお話

でございますが、これから早急に松島町と連絡をとり合い、その時期などについて協議を進めてま

いりたいと思っております。また、馬道地区町会連合会、あるいは吉良町とも同様に協議をしてま

いりたいと思いますが、この前の松島町の町制 80周年記念事業、これは種苗交換会期間中でござ

いましたので、副市長が出席しておりますが、そうした話はなかったと伺っております。また、先

般、吉良町の町長さんがお見えになったときも、それまでの話はありませんでしたが、いずれにし

ても、これからも友好関係を維持しながら、さまざまなことをやっていきましょうということの話

し合いはしたところでございます。 

 他の質問については、担当の部課長がお答えしますので、よろしくお願いしたいと思います。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、消防長。 

●消防長（中津博行君） 火災警報設置推進についての質問にお答えします。 

 住宅用防災警報器につきましては、消防法、並びににかほ市火災予防条例が改正され、平成 18

年6月から住宅防災機器の設置が義務づけられました。新築住宅については既に設置しなければな

らないとされ、既存の住宅についても平成 23年 5月末までに設置が必要となっておりますことは

御承知のことと思います。火災はいつ起こるかわからないことでありまして、既存の住宅の設置に
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は猶予があるとしても、命を守るためにも早期に進めなければならないと思っております。これま

で、にかほ市においては、消防広報誌「まとい」への掲載、街頭でのパンフレット配布による広報

活動、文化祭等での防災用警報器の展示、並びに職員と女性消防団員での設置指導を行ってまいり

ました。また、町内会、自治会に対しては、消防職員を派遣いたしまして設置指導を行っているの

が現状であります。その結果として、これまで500件余りのアンケート調査によりますと、設置し

ているとの回答は16％、約80件となっておりますが、まだまだ低い数字であります。 

 今後の推進計画につきましては、これまでの継続として年4回発行の広報誌「まとい」に掲載枠

を拡大しての掲載、また、直接市民に働きかける広報活動として、街頭でのパンフレット配布等に

よる広報の継続、そして、町内会、自治会における指導については、最も効果的指導と思われます

ので、これまで以上に強化してまいりたいと思っております。さらに、消防団員の各家庭を訪問し

ながらの設置指導を計画しており、また、設置困難な場合には消防団員が設置を手伝うよう幹部を

通じて話をしております。いずれにしても、最も効果的と思われる方法を模索しながら、今後の指

導を行ってまいりたいと思っております。 

 なお、助成措置に関しては、既に設置されている家庭もありますし、また、警報器の価格も下が

っておりますので、助成については考えておりません。また、老人世帯については、年度計画の中

で、消防と社会福祉協議会との協働によります査察が行われており、この査察の中で指導を徹底し

ていきたいと思っております。この査察を今後も継続し、その中で設置指導推進を行っていきたい

と考えております。以上です。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、健康福祉部長。 

●健康福祉部長（笹森和雄君） それでは、私のほうからは、火災警報器の設置推進についてとい

う中で、老人世帯の関係でありますけれども、老人世帯の火災警報器設置につきましては、にかほ

市においては老人福祉法により定められております高齢者日常生活用具給付等事業実施要綱、これ

によりまして、おおむね 65歳以上の低所得の寝たきりの高齢者、あるいは、ひとり暮らし高齢者

等に日常生活用具として火災警報器を給付できるようになっております。老人世帯の火災警報器設

置世帯数については把握していないわけでありますけれども、火災を早く感知する警報器の有効性

というのは高く評価されておりますので、命と財産を守るための有効な手段でもありますので、こ

の給付事業制度を紹介しながら、早期に設置していただくように、消防関係機関と一体となって推

進に努めてまいりたいと思っております。 

●議長（竹内睦夫君） 間もなく12時を迎えますが、このまま一般質問を続行します。 

 次、答弁、総務部長。 

●総務部長（佐藤好文君） 政府が進める定額給付金について、その事務の取り扱いについてお答

えします。 

 総務省は11月28日に都道府県と政令指定都市を対象に説明会を開催し、制度の概要を示してお

りますが、給付対象者の所得制限は設けないことを基本として、全世帯を給付対象としておりま

す。所得額は1,800万円を下限とした給付制限はできるものとしております。また、総務省は今月

中に制度の詳細を決めるようでございますが、来年の3月の給付開始を目指しており、申請受付期
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間は3ヵ月から6ヵ月期間で調整するようでございます。支給対象者は、来年の1月1日か2月1

日を基準日とし、住民基本台帳に記載がある人、一定の要件を満たす外国人として、給付金は1人

当たり1万2,000円で、65歳以上と18歳以下の人はそれぞれ8,000円を加算し、1人当たり2万

円としております。また、支給の方法は世帯主の口座に振り込む方法を主として、現金を手渡す方

法もできることとしているようでございます。 

 この事務の実施に当たっては、対象者の調査方法、実際の給付方法及び手続、国の財源、財政支

援等のさまざまな課題がございます。その中で、御質問の所得制限と所得の把握の方法についてで

ございますが、生活支援対策、経済対策の両面から考えますと、全世帯への家計への支援が必要で

あり、また、全世帯と考えた場合に、仮ににかほ市として所得制限を設けたとした場合におけるさ

まざまな問題があります。一つとして、所得における地方税法の制約など、さまざまな問題をクリ

アしなければならないことが予想されますので、にかほ市としては所得制限は設けない予定で今進

めているところでございます。 

 次に、にかほ市における支給総額については、11月30日現在の人口で算定した場合、市民2万

8,843人に対し、おおよそ4億4,800万円の支給額になるものと試算しております。また、定額給

付金の支給については、支給方法を口座振替で行うのか、現金や小切手などの方法で行うかにより

まして、さまざまな対処が出てきます。基本的には口座振替と考えておりますが、一部口座がない

人もございます。あるいは、振り込みが困難な人がございます。そのような方については現金を手

渡すことも考えているところでございます。いずれの方法でも、支給する場合については、市民の

皆さんに混乱の生じないよう、窓口を設置し、サービスに努めてまいりたいと考えております。 

 なお、申請が難しい状況にある市民への対策については、例えば、ひとり暮らしの高齢者や障害

者、認知症などの方、申請方法、住所不定者、住民登録のない人などへの対応など、今後の検討課

題としているところでございます。 

 また、3年後の消費税引き上げ策については、現在の経済状況は、日本だけではなく、アメリカ

発の世界的な不況によるものであることから、3年で回復するにはかなり厳しい状況下にあると考

えているところでございます。政府は、その時々の経済情勢をしっかり見きわめながら、消費税に

ついて引き上げの時期等を考えて決定するものと思います。いずれにしましても、消費税の引き上

げについては、必要があれば、政府が財源を伴う地方分権を行うとともに、国のむだな支出をなく

し、経済がしっかりとした回復基調に達した後に実施していただきたいと考えております。 

 次に、国内の友好関係にある町や地区との相互交流と災害時の相互援助についてお答えします。

交流活動の状況ですが、松島町とはこれまでの交流活動の状況は、スポーツ少年団や市民ベースを

主体としたスポーツ交流と、食文化・風土を題材としたイベントでございます。「おらほの鍋自

慢」には先方をお招きし、松島かき祭りには御招待を受けるなどの交流が継続的に行われておりま

す。今後の交流内容についても、これまで継続されている交流事業を引き続き行いながら、支援も

図ってまいりたいと考えております。夫婦町としての再調印の協議にあわせまして、今後の交流の

あり方について、文化面の交流なども視野に入れて、先方や関係機関などとさまざまなきずながよ

り一層深まるよう、活発な交流ができるよう探ってまいりたいと思っております。 
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 次に、災害時相互援助協定についてお答えします。 

 現在、災害時に応援・援助、もしくは協力協定書を交わしているのは、自治体間では、秋田県広

域消防総合協定、秋田県県内各市、宮城県松島町、山形県遊佐町、旧西目町などでございます。ま

た、民間団体としては、マックスバリュー東北、ＴＤＫ、コメリ災害対策センター、にかほ市建設

業協会、象潟・上浜・小滝郵便局と行っております。この中には、市町村合併によりなくなった自

治体名で協定しているものがございます。これらについては、相互に内容を十分再検討した上で、

再締結や廃止するなどの見直しを図ってまいりたいと考えております。以上でございます。 

●議長（竹内睦夫君） 16番竹内賢議員。 

●16番（竹内賢君） 鐘の音を聞きながら質問するのはちょっと気分的にうまくないんですけれ

ども、再質問させていただきます。 

 最初に、まちづくり交付金事業の地域交流センター、いわゆる総合文化施設についてですが、市

長の言うところの、いわゆる予備調査、あるいは、その他の引き続いての事業採択に至るというこ

とで建設という解釈をしていますが、かなり苦しい解釈ではないかと、こういうふうに思います。 

 それで、合併協議会の新市まちづくり計画では「建設する」と、こういうふうになっていますか

ら、状態的にいうと、本当はやっぱり建設をすることになっているのではないかと。まちづくり交

付金事業の開館までのスケジュール経過と予定というふうな内容もあるわけですが、いずれ 23年

11月にはこけら落としをすると、こういうふうになっていますし、20年の 7月には建設調査及び

測量・設計協議参加業者指名とか、こういうふうになっているわけですから、その辺について、じ

ゃ、開館までのスケジュール、経過と予定案、これが現在どういうふうになっているのか。まあ凍

結はされましたけれども、これについてどういうふうになっているのか、伺いたいと思います。 

 それから、教育長のほうに伺いますが、象潟中学校と仁賀保中学校の体育館について、例えば先

日も男女共同参画社会のあれということで、人権問題をテーマにして、内容については私は不満な

点もあったわけですけれども、中山さんがおいでになって、講演会等も開いていると。こういうこ

とで、あるいは、仁賀保中学校の建設に当たって設計の内容について説明があった際に、私は、体

育館の活用を頭の中に入れて、音響については十分配慮をされていますかというふうに質問をした

ところ、音響についても配慮をしていますと、そういう説明だったというふうに私は記憶をしてお

ります。したがって、今、36億とか、あるいは大きなランニングコストも必要とするような総合

文化施設について、経済状況もあり、間に合わせるというか、そういうところできちんとできるも

のは間に合わせると、そういう発想もあってもいいではないかと思いますので、教育長のほう、そ

の体育館等で間に合いませんかと。 

 それから、市長の説明の中で、ＰＴＡの連絡協議会、あるいはアンケートで子供たちの支援のた

めというふうにありますが、それは今まで、私も何回か質問しているんですが、子供を育てる環境

づくりをきちんとした一つの体系的なものをつくっていないから、そういうやっぱり要求が出るん

ですよ。にかほ市で今、児童館一つもありません。条例上は小さなのがあることになっています

が、活用は全然されているような状態になっていないわけですよ。それで、子供をどう安心して育

てるかと。そういう状況をつくるためには当然児童館が本当は必要なんです。図書館もきちんと必
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要なんです。それは必要な施設なんです。したがって、例えば、にかほ市青少年ホームもあります

し、そういうところのホールとかを活用し、あそこもここ二、三年、ちゃんとやっぱりお金をかけ

て直しているわけですね、音響等についても。象潟公民館についても音響も直しました。そして、

仁賀保と象潟の中学校の体育館もあんなに立派にできて－今、仁賀保中は建てているわけで

すけれども、武道館の、あるいは、そういう後ろのほうを楽屋的に使えるような内容もあるわけで

すよ。したがって、そういうことを頭に入れれば、市民が本当に渇望している施設かどうかという

のは、私はやっぱりその辺考えてもいいのではないかと思いますが、もう一度ひとつ教育長と市長

から伺いたいと思います。 

 それから、火災警報器、わかりましたが、例えば能代・山本組合消防本部では、全国消防機器協

会が行っている事業を活用して、能代市火災予防組合連合会を通じて、2,000世帯ある高齢者の世

帯の中から、65歳以上のひとり暮らしの 100世帯について火災警報器を設置していると、こうい

う話もあるわけですよ。したがって、こういう事業が、例えばにかほ市としては、さきの説明で

は、社協と連携をして、給付事業があるので、この制度を利用してというふうにして、もっと積極

的に設置をする計画を立ててもいいのではないかと思いますが、その点についていかがですか。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 文化施設については、先ほど申し上げたとおりでございます。 

 それから、学校等の各種施設については、これからも引き続き有効利用に努めてまいりたいと思

います。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、教育長。 

●教育長（三浦博君） 象潟中学校と仁賀保中学校の体育館、確かに体育館としての音響設備はし

っかりやっております。ただし、いわゆる文化施設のホールとしての機能と比べれば、雲泥の差が

あります。講演会程度は十分行えると思いますが、例えば、何といいましょうか、一流オーケスト

ラの公演とか、主に芝居－舞台芸術といいますか、芝居などは、かなり楽屋も必要ですし、

リハーサル室も必要ですし、さまざまな条件が整わないと、なかなかできないものも出てくるだろ

うというふうに思います。ことし、小出小と金浦小で、一流の舞台芸術を、本物の芸術を鑑賞する

という文部科学省の授業で、松山バレエ団の公演なんかも行いました。それはあくまでも学校の体

育館を活用して授業を行うという設定のもとに、あのような超一流のバレエ団の公演を行ったわけ

であります。一般の人たちもたくさんおいでいただいて、あのような機会はあのような機会で大変

すばらしい企画だったと思います。そのような目的でやれるものは、十分この両体育館も機能的に

は備えているものと思いますが、なかなか、じゃすべてのものができるかというとそうではない

し、この前、市原悦子さんは、やはり公演者のほうから、我々としては、もう少し市民の皆さんが

多く入れる施設、例えば体育館などでやりたかったのですが、公演者自身が、ちゃんとした、ああ

いう照明から何から整った会場でないと、私は公演ができないということで、やむなく勤労青少年

ホームの 450人程度入っていただきましたけれども、おかげさまで。5日間ぐらいでその数は前売

りでもう売り切れになってしまって、その後、市民の多くの皆さんから要望があったのですけれど

も、公演者の意向で、あそこの会場以外ににかほ市ではやれなかったと。さまざまそういうことも
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出てくる可能性もあります。まず、体育館は体育館としての音響整備に努めているというところで

す。 

    【16番（竹内賢君）「もう一つあったでしょう、開館までのスケジュール」と呼ぶ】 

    【16番（竹内賢君）「じゃ、議長、もう一回」と呼ぶ】 

●議長（竹内睦夫君） 16番竹内賢議員。 

●16番（竹内賢君） いずれ文化施設については、去年の 12月 19日にこれをいただいているわ

けですけれども、「開館までのスケジュール経過と予定案」というのがありますね。これが今、1

年間猶予をしているわけですから、当然変わってくるだろうと。あるいは、変わったという立場で

つくられていると思うんですよ。あるいは、今、市長が答弁の中で言われましたけれども、現在も

まだ不透明だと。あるいは、もし政権党が変わった場合は、暫定税率の問題も含めて、かなりやっ

ぱり財源的な問題が出てくるということになった場合に、またさらに延びていく場合も当然考えら

れるわけですね。そういうことを考えた場合に、私は、市民のアンケートを根拠にしていますけれ

ども、あるいは合併協議会の協定書を根拠にしていますけれども、市民に対して、率直に現状と今

後のあり方について、私はやっぱり生の声を聞くような、そういう施策があってもいいのではない

かと思うんですが、その点についていかがですか。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 先ほど申し上げましたように、財政状況、これが、国の財政支援、これか

らどうなるのかまだまだわからない部分がございます。したがって、スケジュールは相当延びてい

く可能性がございます。これがまず一つでございます。 

 それから、生の声ということでございますが、私もできるだけいろいろな場所でこの話はしてお

りますが、なかなかこの話題に限って意見交換ということはこれまでもございませんでした。これ

からの状況を見ながら、必要な場合についてはそうしたものも検討してまいりたいと思っておりま

す。 

●議長（竹内睦夫君） 予防課長。 

●予防課長（柳橋稔君） それでは、ただいまモデル事業に関する御質問がありましたので、お答

えいたします。 

 このモデル事業に関しましては、社団法人全国消防機器協会というところで、平成 18年度から

継続されて行っておるものでございます。この事業に関しましては、全国 20地区を対象にして、

高齢者のみの世帯 100世帯以上の地区に警報器を 100個配布しますということになってございま

す。この1地区当たり100世帯ということに関しましては、行政地区ということのように解釈いた

しましたけれども、我々のにかほ市の中におきまして、行政地区の中で100世帯というのはちょっ

と大きな数字かなということも考えました。また、大きく包含しまして、にかほ市の仁賀保地区、

あるいは象潟地区といった包含の仕方をしまして申請いたしましても、配布される数が100個とい

うことで、非常に少ないわけでございます。したがいまして、配布される場所もあれば、全く配布

されない場所もあると。また、補助関係の問題も不透明であるということで、非常に不公平的な扱

いになるのではないかなと、公平性に欠けるのではないかなということで申請はしておりませんで
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した。 

●議長（竹内睦夫君） 16番竹内賢議員。 

●16番（竹内賢君） まちづくり交付金事業については、今、財政事情とかそういうものを見な

がら、私の提案というか意見に対しても、状況を見ながら、そういうことも含めて検討していきた

いという答弁がありましたので、この点についてはわかりました。 

 それで、火災警報器について、今の答弁で、何千世帯もある中に100個という、かなり問題と。

で、要は、子供と老人がほとんど犠牲になっているわけですね。にかほ市のすべての住宅に住宅用

火災警報器という、これはホームページを見ても、逃げおくれが63.9％、759人と、かなりこの中

に老人と幼児がいると。したがって、どういうところに焦点を置いて、火災警報器をぜひつけてく

ださいと。つけた場合は、アメリカの例では全然違いますよというふうになっているんですが、ど

うかひとつそのあたり、小さい子供がいる家庭、それから老人がいる家庭、老人ばかりの家庭、当

面はまずとにかく早急に、そういうところに焦点を当てた対策を考えるべきではないかと思います

が、その点についていかがですか。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、消防長。 

●消防長（中津博行君） 竹内議員の言うとおりでございます。これからに向けて、そういうよう

なものの設置の強化を図りたいと思っております。 

●議長（竹内睦夫君） 16番竹内賢議員。 

●16番（竹内賢君） 国内の友好関係にある町や地区との関係です。先ほど、引用するわけでは

ないんですけれども、池田議員が観光を活発化するためには物語性がというふうにありました。こ

れは例えば、白瀬さん－「白瀬さん」という言い方は失礼です－白瀬矗中尉の場合も、

あるいは芭蕉の場合も、芭蕉と松島と象潟の場合、あるいは紅蓮尼の関係にしても、いい物語があ

るわけですよね。これをやっぱりどう膨らませて、例えばミュージカルをつくるとか－私は

紙芝居をつくっているわけですけれども－ミュージカルをつくるとか、あるいは、市民がそ

れに参加して、手を挙げてもらって、あるいは松島と一緒に何かをするとか、文化的なものをつく

っていくとか、あるいは、白瀬矗中尉の場合は、私は頭の中では、それこそ刻苦勉励、そして自分

の体を痛めてというか、寒さに耐えるようにしてやった、その生き方とか、それから政府の支援を

十分得られないような状態の中で、そして最終的には、まあ不遇なという言い方はおかしいんです

けれども、もっと生涯をいい形でというふうにしても、ですけれども、物語的にはいろいろあるよ

うです。そういうものをやっぱり膨らませていくと、そういうことを、例えば物語を募集すると

か、そういうことをそれぞれの連携している、友好都市の協定を結んでいるところと話し合ってや

っていくとか、そういうことも必要ではないかと思いますので、ぜひひとつ、観光だけで、お金の

問題だけじゃなくて、心の問題も含めてやる必要がありますので、再協定については、20年とか

25年とかそういうことではなくて、私はやっぱりこっち側からきちんと求めていくと、こういう

話をぜひやっていただきたいと思います。それをお聞きして、終わります。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 各国内の交流都市、あるいは地区については、先ほども申し上げましたよ
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うに、これから話し合いを持ちたいと思っております。 

 それから、交流についてでございますが、松島さんとは文化的なもの、こうしたことも話をして

まいりたいと思いますが、白瀬矗中尉の偉業については、私なりに今考えているところはございま

して、今、行動を起こしておりますけれども、まだちょっと実現に近くないものですから、公表で

きません。 

 それから、浅草との関係でございますが、先ほど申し上げましたように、本郷のそば、これも浅

草の町内会から大変お力をいただいております。 

 きょう、ちょっと職員から報告を受けましたが、この前ちょっと話したんですが、浅草の浅草寺

でにかほ市の物産展をできないものかという話をしていたんですが、これが可能性が出てまいりま

した。ですから、今の計画では、来年のふるさと会の前日、これを何とかにかほ市の物産展という

形で、あそこの浅草寺の境内の中でやりたいものだなと。ことしは、皆さん御承知のように山門の

ところに山形県の村山市、あそこ、わら草履を 10年に 1回取りかえるわけですけれども、あそこ

は特別やらせているんですね。ですけれども、交流しているところの役員の皆さん、大変力のある

方でございますので、そうした形で今進めているところでございます。 

●議長（竹内睦夫君） これで16番竹内賢議員の一般質問を終わります。 

 昼食のため午後1時半まで休憩します。 

 

午後12時21分 休 憩 

────────────────────────────── 

午後 1 時30分 再 開 

 

●議長（竹内睦夫君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、10番加藤照美議員の一般質問を許します。10番加藤照美議員。 

    【10番（加藤照美君）登壇】 

●10番（加藤照美君） それでは、さきに通告しておきました 3点について質問いたします。今

回は、少しでもにかほ市が活性化に結びついてくれればいいかなという思いから一般質問させてい

ただきますので、よろしくお願いします。 

 それでは、最初に、農村再生についてであります。 

 にかほ市市内においても、高齢化で疲弊した地域が年々ふえてきております。このような地域に

再度元気を取り戻すために、多くの自治体やＪＡ関係者が農村に人を呼び込み、安心して暮らせる

仕組みづくりを考え、取り組んでおります。都会で暮らす人々のふるさと志向が高まっており、就

職や進学、結婚などでふるさとを離れた人が再び地元へ戻るＵターン率が男女とも3割を超えてお

ります。しかしながら、今の農村は、ふるさとに回帰する人たちの十分な受け皿になっていないの

が現状であります。当市においても、こういったことに取り組み、農村の活性化に結びつけること

も大事ではないかと考えますが、市長のお考えをお聞きいたします。 

 次に、女性の山村留学についてであります。私は、合併前から、子供を対象にした山村留学につ



- 60 - 

いては当局側に強く要望してまいりましたが、当局側としては全然取り組む考えもないようでした

ので、今回は視点を変えて質問いたします。この成人女性を対象にした山村留学については、地域

活性化対策の一環として女性の山村留学制を実施するということであります。高齢化率 26％とい

うある町では、「ゆとり体感・イン・アロマティック」という事業の名称で、1年間の滞在期間中

に、ハーブガーデンの管理や有機農業などの仕事をしてもらい、報酬として月7万円を支払うとい

うものであります。滞在する施設は、個室、食堂、和室、浴室があり、ベッドや家具などは無料な

ので、ぜいたくはできませんが、7万円で何とか暮らしていけるそうであります。6人の募集に、

京都、広島、東京、大阪などの大都市から、21歳から 27歳までの女性、約 70人以上が応募し、

選考に大変だったようであります。当市には、将来廃校になるかもしれない校舎もありますので、

今から考えておくべきではないかと思います。若い女性が市内の青年と結ばれて定着する可能性も

期待されますので、市長のお考えをお聞きいたします。 

 次に、個人住宅をまちづくりの視点に立って考え、観光資源化することについて質問いたしま

す。当市には、鳥海山を初めとする観光資源がたくさんあります。しかしながら、現在はその資源

をうまく活用されていないところがあると思います。そこで、住民に地域のまちづくりの視点に立

った住まいのあり方を考えてもらうため、景観や周囲の環境と調和のとれた住宅建築と緑化の要点

をまとめた小冊子を作成し、全世帯に配布しているところがあります。マニュアルは、カラー写真

やイラストを豊富に使った約 10ページで、住宅の屋根、壁、塀などの色、形、材質などに特に周

囲との調和を求め、住宅建築、緑化、看板の3項目について、魅力ある景観のつくり方を説明して

いる内容で、若い世代による住宅の建てかえや都市化が進む中、マニュアルの配布で、住民の景観

に対する意識が高まり、周囲の山や海、田園風景と調和したまちづくりが進むと期待しているそう

であります。一挙に進むとは思えませんが、10年、20年後には見事な景観ができるのではなかろ

うかと想像されます。市長のお考えをお聞きいたします。以上です。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

    【市長（横山忠長君）登壇】 

●市長（横山忠長君） それでは、お答えいたします。 

 初めに、農村再生についてでございます。農村は、高齢化や人口の減少が急速に進行し、農業所

得を初め、地域住民の所得が減少傾向にあるなど、大変厳しい状況が続いております。一方、農村

は、心豊かな暮らしと、自然、文化、歴史を大切にするよき伝統を代々伝えてきており、国民の価

値観が多様化する中で、最近の農村ブーム、田舎暮らしのテレビ番組等の報道もございまして、都

市住民の関心が高まっているのが現状ではなかろうかというふうに思っております。このような中

で、都市住民が求める多様なライフスタイルに対応する手段として、空き農家・農地情報バンク制

度を創設いたしまして、集落の空き家となっている農家と農地をセットにして、都市住民に賃貸、

または売買している自治体、あるいは廃校を農村交流に関する機能を持った施設に再利用いたしま

して、農村地域の特色が生かされるグリーン・ツーリズム事業などを中心とした活動展開による観

光振興や農業振興につなげている自治体、さまざま取り組みがございます。 

 加藤議員がお話のように、定住を促進するために、ふるさとにＵターンを希望する人たちの受け
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皿を整備することは重要な課題であると考えております。にかほ市の実情を踏まえながら、定住だ

けではなく、定期的な滞在や地域間交流を促進することは、地域に新たな活力をもたらすものでご

ざいまして、提言については観光振興を含めて、市の活性化を図る上で、大きな意義があるかと思

っております。 

 先ほど、子供たちの交流については、前に一般質問したけれども、当局は考えていないというふ

うなお話でございましたが、私どもも決してそうではなくて、いかにしてその受け皿をつくるかと

いうことが基本になります。例えば、都会の学校、修学旅行ございますけれども、やはり体験型で

ないと、なかなか来ていただけない。この前も東京のある学校、小学校ですけれども、そういう体

験のものをさせたいということで、学校の先生方が調査に来ましたけれども、期間は大体1週間程

度で、最低でも5日間ぐらいは、おじいちゃんやおばあちゃんがいる農家に泊まって、そうした体

験をすることができるようなところでなければだめだというふうなお話でございました。いずれに

しましても、そうした受け皿をつくらなければ、そうした学校、修学旅行の受け入れもできないわ

けですが、やっぱり 1回来ると、大体100人ぐらいなんです、100人ぐらい。そうすると、1農家

に四、五人ぐらい、仮に 5人泊めても、20世帯が受け入れ態勢を構築していかないとなかなかで

きないということで、今、その受け皿の体制づくりに一生懸命取り組んでいるところでございま

す。 

 そのほかにも、にかほ市におきましても、ホームページに、にかほ市定住支援総合情報を開設い

たしまして、Ｕターンと申しますか、Ⅰターンと申しますか、こちらに来た方の体験談や空き家情

報などを全国へ発信し、現在、ＰＲに努めているところでございます。 

 また、農村の活性化のために、観光と農林業が提携した、先ほどお話したこととも関係がありま

すが、グリーン・ツーリズムと地域間交流をさらに進めるためには、先ほど申し上げましたよう

に、その受け皿、受け皿を整備しなければできないわけでございますので、これを何とか多くの皆

さんから力をおかりして、つくり上げていきたいものだと思っております。 

 幸い本市は、鳥海山や仁賀保高原、湖沼、海岸などの自然に恵まれております。鳥海国定公園を

初め、多くの景勝地や史跡、あるいは天然記念物、そして、記念館や科学館などがございます。そ

してまた、農林業関係においては、一般的な田植えや稲刈りなどの農業体験を初め、ワラビとりな

どの山菜とり、菜種の搾油、あるいは味噌・納豆等の食品加工、乳しぼりやバターづくり、炭焼き

施設を利用した林産物の加工体験など、さまざまなメニューづくりが可能な地域だと私は思ってお

ります。こうしたことで、これからもにかほ市らしい体験メニューの洗い出しを行いながら、実施

可能なメニューの情報を収集して、そして、先ほども申し上げましたが、体制づくりに努めなが

ら、地域の活性化につなげてまいりたい、そのように考えているところでございます。 

 しかしながら、こうした取り組みに実効性を持たせるためには、市民の皆さんを初め各種団体が

さらに連携を強化して、それぞれ主体的に取り組むことが必要不可欠でございますので、なお一層

の御理解と御協力を賜りますようにお願いをしたいと思っております。 

 他の質問については、担当の部課長等がお答えいたします。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、産業部長。 
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●産業部長（伊藤賢二君） それでは、女性の山村留学制についての御質問にお答えしたいと思い

ます。 

 地域活性化対策の一環として、女性の山村留学を実施できないかという御質問でありますが、御

質問の中で御紹介いただきました島根県石見町の研修事業、ゆとり体感・イン・アロマティック事

業がテレビ等のマスコミに取り上げられ、石見町の名が全国に知られることとなり、それまでの農

村の暗いイメージから脱却したことは、ユニークな農村体験事業として全国から注目を浴びており

ます。この事業は、島根県が 1991年に計画したものであり、実施に当たっては、過疎対策事業や

定住対策事業を活用し、宿泊、食事、農村体験などの機能を有した農林業体験施設をオープンし、

田舎で暮らしながら自然の中で自分を見直したい、時間に追われる都会の生活を変えたいなどの動

機で応募した女性を対象に山村留学制を実施したものですが、当時は、なぜ町外の人に税金から 7

万円も出して、宿舎もただで提供するのかという、地元の住民から厳しい反発もあったと紹介され

ております。 

 先ほど市長の答弁にありましたように、にかほ市のホームページに、にかほ市定住支援総合情報

を開設し、定住者の体験談や空き家情報などを全国へ発信したり、ＰＲに努めているところであり

ます。今後、このような事業によって、山村留学制度や定住促進など選択肢も広がると思います

が、まずは受け入れる場合の環境整備が大事だと思われます。現在このような山村留学制度を取り

入れた場合の通年にわたる作業や定期的な作業等の洗い出しやメニューについて整備した情報もな

いことから、今後、関係団体や各関係協議会などに話しかけ、そのような情報の収集に努めなが

ら、このような制度を紹介し、その機運を醸成する努力をしてまいりたいと考えております。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、建設部長。 

●建設部長（佐々木秀明君） 次に、個人住宅でまちづくりをという質問にお答えいたします。 

 質問にあります周囲の環境と調和のとれた住宅建築を要点にまとめた小冊子の作成についてとい

うことで、インターネットや先進地の自治体について調べてはみたんですけれども、その小冊子と

いうものをちょっと探すことができなくて、十分な具体的な内容での確認はできませんでしたけれ

ども、景観法に基づき、美しいまちづくりということで、それで取り組んでいる自治体がありまし

た。 

 この景観法というのは平成 16年に制定されたもので、日本で初めての景観に関する総合的な法

律です。地域住民の意向を踏まえ、その地域が持つ良好な景観を保全・形成し、住みやすいまちづ

くりを進めていくということを目的としたものでございます。この中で、景観計画の策定、景観計

画区域内における建築物の建築等に関する規制、景観重要建造物や樹木の指定、また、都市計画に

よる景観地区の指定などについて定めております。これらによって、建築物や工作物のデザイン、

色彩、高さ、あるいは壁などを規制、あるいは誘導することが可能になります。また、国土交通省

においては、これからの取り組みを積極的に支援するため、技術的提言や良好な景観形成の動きを

国民運動として全国展開していくための普及啓発活動等を推進しております。 

 市民が景観に対する意識を高め、山や海、そして自然と調和したまちづくりは大変重要なことと

理解しておりますが、景観計画を策定し、指定した区域内に建築物や工作物などに新たに規制をか
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けるということは、市民との十二分な理解、あるいは協力が必要となりますので、住宅建築や緑化

をまとめたマニュアルをそういうふうに作成するということは少々難しいものと考えております。 

 ただ、にかほ市には、貴重な自然、歴史、あるいは文化遺産などがたくさんあります。これらの

財産を守り、後世に引き継いでいくためにはどうあるべきか等については、今後とも研究してまい

りたいと考えております。以上です。 

●議長（竹内睦夫君） 10番加藤照美議員。 

●10番（加藤照美君） それでは、最初に、農村再生について再質問させていただきます。 

 市民の中では、行政の集落への目配りが十分行われていないのではないかというような声もござ

います。それで、当局側としてもいろいろと忙しくて手が回らないということもあろうかとは思い

ますけれども、でも、このままでは、限界集落、あるいは準限界集落がふえていくだけではないか

なと懸念されます。そこで、集落を巡回するなどして、地域の課題やあり方を住民と話し合う集落

支援員制度、これを導入してみてはいかがでしょうかという提案ですけれども、この点についてど

のようにお考えですか。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 御意見では、集落に対する行政の目配りが十分でないという御意見でござ

いますが、できるだけ地域住民の意見を吸収するために、町内会会長さん、自治会長さん方と常に

定期的に意見交換をしております。これはやっぱり集落の考え方、そうしたことをもって、行政と

の話し合い、あるいは各種の要望だと私は思っております。そこで、集落支援員制度という形で、

集落と意見交換をするような場所をつくってはどうかという提言でございます。これまでにも、各

集落、あるいは自治会、こういう形で来てほしいということがあれば、そこに行って、今の行政の

現状などを説明しながら、御意見を伺って、あるいはそうした御意見を施策に反映すべき努力はし

てきたつもりでございます。改めてこうした支援員制度をつくらなくても、私としては、やはりこ

ういう形やりたいので、ぜひ来ていただきたいとなれば、私がどうしても行けない場合は、副市長

以下、職員もおりますので、そうした形での意見交換の場は、それは結構だと私は思っておりま

す。 

●議長（竹内睦夫君） 10番加藤照美議員。 

●10番（加藤照美君） 私がさっき言ったのは、国のほうで進めています農村の再生、あるいは

活性化支援事業というのがあります。その中で、高齢化率が非常に高い集落等が対象なんですけれ

ども、集落支援員を設置して、そして、その集落支援員というのは、その集落の住民、あるいは課

題、そういったものを取り上げ、そして行政側と話し合いをしながら、その集落の今後のあり方を

検討するという、そういった制度でございますので、集落支援員の設置、それについて、にかほ市

は取り組むお考えはないのかということでございます。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 支援員を配置してということでございますが、それぞれの町内会なり、あ

るいは集落なり、自治会長さん、あるいは集落の会長さんがいるわけでございますけれども、それ

と一緒では、一緒というか支援員という形ではないけれども、会長さん方がまとめたものを行政と
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話し合って、それを反映していくということでは、改めて支援員をつくらなければならないという

ことが、ちょっと私、理解できないところでございます。 

●議長（竹内睦夫君） 10番加藤照美議員。 

●10番（加藤照美君） まあ、にかほ市内にも限界集落というのが現在あります。そういった限

界集落に対して、行政側ももうちょっと真剣に取り組むべきではないかということで、これはにか

ほ市だけではなくて全国的な傾向なものですから、国のほうでもこういった農村再生活性化支援事

業、こういったものを打ち出しているものと思います。そういったことで、我が釜ヶ台地域におい

ても、非常に子供がいない集落もございますので、そういった、行政側としてその集落の内容を把

握しながら、今後の課題、そういったものに取り組んでいく必要があるのではないかと思うんで

す。この内容を見ますと、支援員というのは、行政を退職した方とか農協を退職した方、そういっ

た方々を非常勤として雇いながら、今後の集落対策についての話し合いをしていくと、そういった

ことなんですけれども、そういうことはあまり－市長はどのようにお考えかなと。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 限界集落、これは行政が力を入れるべきだということは、私もそのように

認識しております。今、例えば釜ヶ台地区についても、仁賀保中学校の建てかえと同時に、中学校

は統合すると。小学校をどうするかということも、これからのいろいろ地域との話し合いの中で方

向性が決まると思うんですが、私は、将来的には小学校も統合という形に進まざるを得ないのでは

ないかというふうに思っております。そうした中で、あそこには学校が残るわけですけれども、そ

うしたことも含めて、この地域の活性化につながるような施設利用ができないかということは常々

行政のほうでも考えているわけでございまして、今、お話しありましたように、支援員を、例えば

公務員を退職した方、あるいは農協職員を退職した方を支援員にしたということも一つの方法でし

ょうけれども、私はやっぱり地域全体の束ねのかなめとして、町内会長さん方とよく話し合いなが

ら、活性化の方向を見つけていくということが私は大事ではないかと、そのように思います。この

ことについては少し勉強をさせていただきたいと思います。 

●議長（竹内睦夫君） 10番加藤照美議員。 

●10番（加藤照美君） それでは、参考までにですけれども、集落点検チェックシートというの

がありまして、その集落をチェックする場合の人口の動向とか、それから地区内の連携はどうなっ

ているとか、あるいは資源、魅力、それから立地環境、社会基盤、それから就業、産業、行動圏

域、将来動向と、こういった7項目の点検のチェックシートがあります。そういったことで、こう

いったものを参考にしながら、にかほ市でもやってもらいたいという思いから質問をさせてもらい

ました。 

 次ですけれども、女性の山村留学について再質問いたします。 

 これについては、通告書の下段のほうにも書いてありますけれども、少しでも少子化に歯どめが

かかれば、少しでも活性化に結びつくのではないかなということから、下段のほうに「若い女性が

町内の青年と結ばれて」云々とありますので、そういった女性の山村留学、これを実施することに

よって、少子化に歯どめがかかるのではないかなという気がしますけれども、そこら辺はどのよう
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に。ほかに何か考え方があるのであれば。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 女性の山村留学ということで、ここに下段のほうに、こうしたことにも若

い女性が町内の青年と結ばれることも期待できるのではないかというお話がございます。趣旨につ

いては理解できますが、この山村留学する上においては、石見町さんですか、邑南町さんですか、

これについては、これは税金で、例えば月 7万円になるのか 10万円になるのか、今の形でどうな

るのかわかりませんけれども、行政としてこれにそうした報酬なりを支払って山村留学というの

は、私は今の時点では無理だと思っています。ただ、集落営農とか、発展的に集落営農がいろいろ

な形に取り組んでいったり、あるいは、事業者、農業を主体とする事業者も出てくるかもしれませ

ん。あるいは、牧場なんかもあるわけですので、そうしたところで、一定の条件を示して、受け入

れをしてもいいですよという形であれば、私どもは側面的な支援はそれはやぶさかでないと、その

ように思っております。いずれにしても、予算の中から報酬を支払いながら女性留学というのは、

現時点ではちょっと無理ではないかというふうに思っております。 

●議長（竹内睦夫君） 10番加藤照美議員。 

●10番（加藤照美君） そうすれば、現在、年々、独身男性といったらいいか、独身女性も年々

ふえてきてはいるんですけれども、そういったそちらのほうの取り組みとかというのは全然考えて

いないのかという感じがするんですよ。例えば、この日本農業新聞なんですけれども、これは今月

の 3日の新聞です。ここに先ほど言った島根県の邑南町というんだそうですけれども－で、

この制度を実施してから結婚した方が22名おって、そして、その結婚した人の子供が20人を超え

たという、そういった記事が載っております。そういったことを考えましても、大変、少子化には

歯どめはかかるし、地域の活性化に結びつくと思うんですけれども、これから取り組んでいこうと

いう気は全然ないのでしょうか。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 少子化については、これまでにもいろいろな形で、にかほ市としてもやっ

ているわけです。例えば、保育料の軽減とか、あるいは乳幼児の医療費の無料化とか、少しでも少

子化に歯どめがかかるような対策はこれまでにもやってまいりました。これからも、そうした形

で、市ができるものについてはやっていきたいと思っております。 

 ただ、こうしたことで、これ何人の方々が、全体で 20人というお話でしたか、こうした形で歯

どめという形にはならないにしても、そういう効果もあろうかと思います。あるかと思いますけれ

ども、現時点では、なかなか市民の皆さんからも理解を得られない制度ではないかなと。これお金

がかからなければ、報酬がなければ、こういう形を進めることはできると思うんですが、報酬をや

って、そのほか衣食住すべてただという形で、果たして今の形でできるかというと、ちょっと「は

い、できます」という形では今の段階では申し上げられません。 

●議長（竹内睦夫君） 10番加藤照美議員。 

●10番（加藤照美君） それでは、3番目の個人住宅でまちづくりについて再質問いたします。 

 3月に策定した観光アクションプラン、それから、商工会が事業主体となっている観光地バージ
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ョンアップ事業ですか、この内容を見ましても、住民の顔が見えてこないというような感じを受け

ます。 

 まず、長野県のある町なんですけれども、そこでは、町並み環境整備事業の導入を地域の皆さん

に提案して、各種勉強会等を開催しながら、住民が主体となってまちづくりをやっております。そ

して、そういった協議会の活動に対して、町で補助金を出しているというような内容でございま

す。その内容を見ますと、まちづくりのルール、これを取り決めしまして、フラワーポットの設

置、それから看板、のれんなどの統一、それから町並みに合わせた自動販売機の設置、それからエ

アコンの室外機の目隠し、あるいは板塀の設置、建物前面の修景、それから電柱の除去、道路の美

装化、水路の改修等々、こういった、住民が主体となってまちづくりをやっているところがあるわ

けです。ですから、この観光アクションプランとか、商工会が主体なんですけれども、このバージ

ョンアップ等の内容を見ますと、住民の顔が見えてこないという感じから、もうちょっと住民を巻

き込んだまちづくりに力を入れれば、市の目標としている 300万人、30万人に少しでも近づくの

ではないかなという、そんな感じがしていますけれども、いかがでしょうか。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 住宅でのまちづくり、これはやっぱり大変重要なことだと思っておりま

す。例えば、歴史的な町並みの保存とか復元、あるいは集落でも、やはり昔からの集落を形成した

原風景、こうしたことを保存していくことも大変私は重要だと思っております。 

 ただ、御質問にありますように、小冊子をつくってマニュアル化して、そして配布するというだ

けでは、これはなかなか浸透はしていないだろうと思います。ですから、例えば、先ほど建設部長

がお答えしていますが、例えば景観法に基づいた形で、場所を区切って、集落もそこの集落という

形で区切って、市民の皆さんの力をかりながら、町並みを保存、あるいは改修と申しますか、そう

したことを進めていくということは、これからの課題で取り上げていかなければならないのではな

いかと思っております。 

 一番身近なところでいい例が、新潟県の村上市です。あそこは商家、町並みを、ほとんど行政が

あまりタッチすることなく、市民の手でつくり上げました。要するに、昔の町並みを再生したとい

うところが村上市にございます。そうしたことも、何といっても、こうしたことができるのは、市

民一人一人の理解と協力がなければできない話でございますので、こうした町並みを整備しなが

ら、観光振興や、あるいはそこに住む地域の皆さんが誇りを持てるような町並みの整備をすること

は大変重要だと思っておりますので、これからいろいろ勉強をさせていただきたいと思います。 

●議長（竹内睦夫君） 10番加藤照美議員。 

●10番（加藤照美君） この前、ふるさと会で話題になったことをちょっと報告したいと思いま

す。 

 私のテーブルのわきにいた女性だったんですけれども、にかほ市を紹介するビデオを見ながら、

「にかほ市には観光資源がたくさんあっていいですね」とは言ったんですよ。でも、その後に、

「何かちょっと足りないものがあるな」と。「例えば何ですか」と聞いたら、「住民の活動が目に

見えてこない。ただ、自然だけを中心としたビデオの内容である。やっぱり住民活動というのが大
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事なのではないか」という提案でした。 

 その方が言うには、例えばマスコミを大いに利用すべきではないかと。東京のほうにいて、テレ

ビでよく映ってくるのが竿燈とかねぶたとか大文字焼きとかさまざまあるようですけれども、にか

ほ市でも何かそういった、例えばその方が言ったんですけれども、仁賀保高原の斜面に桜の木を植

えて、そして、その桜が満開になったときに、その桜の木を植える場合であっても、「にかほ」と

植えて、桜の木が大きくなって成長して、桜が満開になったときに「にかほ」という文字が浮かび

上がるように植えるとか、あるいは、鳥海山の高いところから見える場所に桜を植えて、にかほを

アピールするとか、そういったことも一つの方法ではないかという提案をされました。 

 ですから、そういったこともやはり市民のそれは活動ではないかなと思います。ですから、ただ

行政だけではなくて、やはり市民からもそういったまちづくりに参加してもらうという形でいけ

ば、やはり最初は行政側がある程度のまとめ役といったらいいか、提案をすることも大事ではない

かなという思いで帰ってきたんですけれども、そういったことも提案されてきましたので、今後の

参考にしてもらえれば大変ありがたいと思います。終わります。 

●議長（竹内睦夫君） お答え、いいですか。 

    【10番（加藤照美君）「いいです」と呼ぶ】 

●議長（竹内睦夫君） これで10番加藤照美議員の一般質問を終わります。 

 次に、22番佐々木正己議員の一般質問を許します。22番佐々木正己議員。 

    【22番（佐々木正己君）登壇】 

●22番（佐々木正己君） 最初に、来年度、平成21年度の予算について、市長のお考えをお尋ね

いたします。 

 去年、ことしまでは、大変にうちのほうの市の予算は、税収の伸び等がありまして、順調に推移

をしているというふうに私は受け取っておりますが、予算編成時の先月あたりから、アメリカのサ

ブプライムローンの破たんということで、アメリカだけでなくて、世界的にあっという間に不景

気、不況という言葉がもう連日連夜マスコミをにぎわしておりますし、私どもの口にも毎日のよう

に上がっております。そういう状況にあって、来年度の予算編成は相当にかほ市でも、あっという

間に厳しくなってきたのではないかという感じはしております。基本的な市長の予算編成での、市

長としてどうやって来年は予算を編成するんだというような基本的なお考えをまず伺いたいと思い

ます。 

 当然、事業の執行に伴っては、歳入が多いか少ないかでもちろん決まってくるわけで、歳入につ

いて、地方交付税、あるいは国庫支出金、県支出金、もちろん市税ということで、どのような見通

しを現段階では立てているのか、その辺も伺いたいと思います。 

 ちなみに、今回の定例議会の予算の段階では、既に市税では平成 19年度の決算を若干ながら上

回って34億6,500万円、地方交付税はまだ3億円ほど足りませんけれども、45億3,100万円、国

庫支出金においてはもう既に19年度の決算を上回って14億500万円、県支出金は若干下がってお

りますが、トータルで149億400万円ということで、平成19年度の出納閉鎖に3億円程度足りな

いというぐらいで、大変健闘をしておりますが、先ほど言いましたように、来年度は、これ見通し
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といっても、担当の方も市長もどのような見通しを立てたらいいか、大変不安なところもあろうか

と思いますが、その歳入の見通しについて伺いたいと思います。 

 それに伴っての歳出ですが、11月までは、あれもやろう、これもやろうと思っていたこともた

くさんあろうかと思いますが、ここに来て、来年度の歳入の伸び次第では、当然歳出に影響が出て

くるのは火を見るよりも明らかでありまして、これまでの予定事業の見直し、あるいは縮小、ある

いは延期等の具体的な事業でもって、そうしたことがあるのかないのか、その辺を伺いたいと思い

ます。 

 次に、交通体系について伺います。日沿道ですが、訂正をいたします。「高速道路」という文字

がありますけれども、「東北自動車道」であります。「日本海沿岸東北自動車道」というふうに訂

正をお願いいたします。 

 まず日沿道について伺います。いろいろな大会等もありまして、日沿道の促進というのがもう毎

年のようにうたわれております。現実的な工事でも、院内入り口の田んぼのところの土盛り等もあ

りまして、12月 2日の「さきがけ」でも、写真入りで、大きく進展しているというような内容の

記事が載っておりましたが、うちのにかほ市の場合は、ちょっとほかのところと多分違って特色が

ありまして、二段階方式、まあ方式という言葉はどうかわかりませんけれども、二段階工事だなと

私は見ております。一つは仁賀保－象潟間です、今の両前寺から象潟間の工事と、象潟－酒田みな

と間の県境という二つの分野で工事の進捗度合いが全く違っている特殊なところだというふうに見

ております。その「さきがけ」の記事も、仁賀保－象潟間が活発だというようなことの紹介でした

けれども、象潟－酒田みなと間は白紙だというような書き方であります。 

 いろいろな大会等で、私もそれなりに国等のお話も聞きながら理解はしておりますが、具体的

に、年次的なものも含めて、現段階でどういった状況にあるのかということをお聞かせ願いたいと

思います。特に、道路特定財源等の問題がまたこれも急速に出てきまして、一般財源化した場合

に、にかほ市ではそれをどうするのかと。一般財源化されても道路のほうに振り分けるというよう

なことになるのかどうかというお考えも含めて伺いたいと思います。 

 それから、交通の二つ目は、羽越本線についてであります。これもさきに鶴岡市で高速化の促進

大会が行われました。聞いていて、なるほどなというところが、私にすれば3割、それはちょっと

ないんじゃないのかというのが7割でした。というのは、幾ら高速化をうたっても、うちのにかほ

市の象潟駅から吹浦駅までは完全な単線であります。単線でありますから、幾ら200キロでぶっ飛

ばしてきても、吹浦で待ち時間、交差のために待ち時間 20分とったとか、北から来た場合に象潟

駅で下り電車を待つために 15分とまったとかということになれば、それまでぶっ飛ばしてきても

チャラということで高速化にはつながらないのではないかなというふうに思ったからですが、具体

的に複線化にどういうような見通しがあるのか、伺いたいと思います。 

 それから、ついこの間まで、といっても、何年か前までですけれども、象潟駅の東西の連絡通

路、跨線橋を建設するというようなお話が出ておりましたが、それも昨今はぱたりと聞こえなくな

っております。ということで、青写真からこれは消えたのかなというような感じもしないでもあり

ませんが、その辺の具体的なことはあるのかないのか、伺いたいと思います。 
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●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

    【市長（横山忠長君）登壇】 

●市長（横山忠長君） それでは、お答えいたします。 

 初めに、21年度の予算編成でございますが、一言で言えば、私は職員時代から通してこれま

で、こんな厳しいことはないのではないかというふうに思っております。新年度の予算編成につい

ては、10月末に予算編成方針を各所管に通知をいたしました。現在、各課等において編成作業が

進められているところでございます。編成に当たっての基本的な考え方でございますが、本市が将

来像に掲げる、「夢あるまち 豊かなまち 元気なまち 住みたいまち にかほ」を実現するため

に、大変厳しい財政環境ではございますが、行財政改革の推進と健全で持続可能な財政基盤の確立

を基本姿勢として、市民と地域の視点に立ちながら、真に求められる事業の掘り起こしを行ってま

いりたいと思っております。また、選択と集中を徹底して、限りある財源を有効に配分しながら、

市民生活の実情や市民ニーズに即応できる予算編成を目指したいと思っております。 

 歳入でございますが、市税の見通しについては、平成 21年度に評価がえとなる固定資産税、こ

れは地価の下落に伴う評価額の落ち込み、あるいは在来家屋の評価額の減少、また、企業の新たな

設備投資も見込めないほかに、ＴＤＫの償却の増加などから、本年度に比較して、固定資産税で

3.6％、6,000万円ほど減額するのではないかなというふうな見通しを立てております。軽自動車

税と個人市民税については、大変厳しい状況でございますけれども、ほぼ横ばい、ことし並みぐら

いかなというふうに見込んでおりますけれども、法人市民税にあっては、御承知のように企業の業

績不振で、特に 1号法人、ＴＤＫ、これが 65.5％営業収益が落ち込むというふうに見込まれてお

りまして、本年度の決算見込みと比較して、21年度の法人市民税は 2億 5,000万円から 3億円、

この範囲ぐらいの減収見込みになるのではないかなと思っております。 

 また、地方交付税については、21年度の地方財政計画、これがまだ国のほうから示されており

ませんので、現時点では何とも申し上げられませんけれども、ことしの 8月に、国の平成 21年度

概算要求基準等を前提にした、総務省が試算した内容では、対前年度比 3.9％、交付税総額で

6,000億円減額すると、そのように言われております。仮に、この6,000億円、単純に減らされた

ということで計算してみますと、本市の場合は約1億6,800万円ほど減額するのではないかという

ふうに思っているところでございます。ただ、この地方交付税、単純には算定はできません。先ほ

ど申し上げましたように、市税収入の減や、あるいは交付税算入のある地方債の償還の開始や終

了、いろいろな増減の要素が大きくかかわってまいります。こうしたことを加味しながら、21年

度の普通交付税の算定においては、固定資産税及び市民法人税の影響額としては、これまで固定資

産税減っていますので、地方交付税で算入される部分が4,000万円、それから、去年おととしです

か、税収が伸びて交付税が大きく落ち込んだわけでございますけれども、その形のものについては

3年間で調整するという形もございます。そういうことで、1億円の増が見込めるのではないかな

と思っております。ただ、一方では、減額要素となる需要額に対する地方債の償還終了分の減額分

として約 9,000万円見込まれます。そういうことで、21年度の普通交付税は、差し引きします

と、今の段階では本当の概算の粗試算でございますが、1億2,000万円、地方交付税は減少するだ
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ろうというふうに予測をしております。先ほど質問の中で、地方交付税が3億円ほどというふうな

話がありましたが、これは特別交付税のやつが、特交のやつが年明け以降になりますので、これは

間違いなく20年度は入ってくるだろうと思っております。 

 それから、県の補助金でございますが、市町村と同様に県の財政も大変厳しい状況でございます

ので、特に単独事業、県の単独事業の廃止や縮減、あるいは制度の見直しによりまして、相当また

市町村に対する財政支援というものが減らされてくるのではないかというふうに思っております。

そのようなことで、いち早く情報を収集しながら予算編成に臨んでまいりたいと思っているところ

でございます。 

 以上のことで、先ほどから何回も申し上げますが、粗試算でございますが、21年度は、市税が

約3億6,000万円の減、地方交付税が1億2,000万円の減、合わせますと4億8,000万円の一般財

源が前年度に比較して減少するのではないかというふうな、大変心配をしているところでございま

す。 

 こうしたことは、このくらいの額になると、幾ら行財政改革をやっても、単年度やそこらでは吸

収できません。できませんので、これから一層危機感を持ちながら財政運営を行っていかなければ

ならないと思っております。 

 ただ、救いと申しますか、財政環境は厳しいわけでございますが、先般、麻生首相が、15年度

の地方交付税総額に1兆円、これを上積みして地方に配分するようにというふうなことを各省庁に

指示をしているわけでございますけれども、これが何とか実現してほしいなというふうに、今、期

待をしているところでございます。いずれにしましても、引き続き徹底した実施事業の選択と行政

経費の削減に取り組み、一般財源の確保に努めてまいりたいと思っております。 

 次に、新年度に実施する事業の見直し、延期する事業があるかについてでございますが、先ほど

のお話のように、アメリカのサブプライムローン問題に端を発した景気の悪化は、一層色濃く県内

経済を覆い始めており、一刻も早い景気回復を願っているところでございます。 

 しかしながら、一部の民間研究機関によれば、日本経済の本格的な回復は 2010年以降にずれ込

む見方が示されております。したがって、先ほど申し上げました国からの財政支援、こうしたこと

がなければ、一般財源ベースで4億円から5億円不足する事態が続くとなれば、当然ながら来年税

収が落ち込めば、また地方交付税で、22年度以降、3年間でまた地方交付税の調整はやられますけ

れども、何しろ地方交付税は大元の財源がなければ、もしなければ、期待はできないわけです。で

すけれども、やはりそうした調整を何とか期待しているところでございますけれども、いずれにし

ましても、財政調整基金の取り崩しだけでは対応できない事態になるのではないかと、そうしたこ

とも今、心配をしているところでございます。小泉内閣以降、断行された三位一体の改革で、地方

の余力はないに等しく、全国知事会など地方六団体が国へ要望している地方財政対策に対する国の

英断、先ほど申し上げました地方交付税の増額、これも入っておりますけれども、これに期待をし

ているところでございます。 

 また、政府においても、地方財政への支援は行うとしながらも、その具体的な施策等については

不透明なままでございます。このようなことで、21年度の実施事業については、実施計画に掲載
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されている事業であっても、情勢いかんによってはゼロベースから見直しを行い、さらに計画のス

クラップ・アンド・ビルドを行いながら、真に市民から喜んでもらえる事業、必要とされる事業の

選択をしてまいりたいと思っております。いずれにしましても、事業の見直しでございますが、国

からの地方財政計画が決まっておりませんけれども、今取り組んでいる事業、これには集中して予

算を配分しながら、早期に効果が出るようにしてまいりたいと思っているところでございます。 

 次に、日沿道の整備でございます。日沿道については、現在進められている設計や用地買収、工

事等について、国土交通省秋田国土河川事務所からお話を伺っております。その内容を説明申し上

げますと、一つ目は、象潟ＩＣから金浦ＩＣまでの6.8キロについては、設計協議及び用地調査を

実施するための地元説明会が開催されております。この区間の用地買収については、平成 21年度

以降の予定となっております。二つ目として、金浦インターから仁賀保インターまでの延長6.9キ

ロについては、金浦インターから白雪川までの用地買収を行うための説明会を開催しておりまし

て、個別に用地交渉に入っているというふうな説明を受けております。また、白雪川から仁賀保Ｉ

Ｃまで－これは仁賀保ＩＣというよりも、現在の国道 7号にタッチしている両前寺まででご

ざいますけれども、用地買収が進められていると、そのように伺っております。 

 次に、発注済みの工事についてでございますが、仁賀保地域にある大沢川から室沢の中谷地まで

の道路改良工事が行われておりまして、あわせて大沢川にかかる橋の下部工の工事も今行っている

というふうに説明を受けております。また、現在の国道7号、今、両前寺の7号から仁賀保ＩＣま

でのあの区間については、現在の国道を海側のほうに寄せて、そして、現在の国道7号の部分に日

沿道の部分が入ってきますので、今寄せる計画の国道7号、これが順調に工事が進められておりま

す。今後の発注の予定としては、白雪川から大沢川までの道路改良工事を初め、三森地区道路改良

も進める予定となっています。また、地盤を安定させるための盛土工事やボックスカルバートなど

の構造物の工事が行われますけれども、延長がどのくらいありますよということは言えないという

ことでございました。 

 次に、年次的な計画の御質問でございますが、御承知のように道路特定財源が一般財源化される

ことから、来年度以降の道路予算がどのくらいつくか、あるいはこの日沿道の我々の部分のところ

にどのくらいの予算がつくか、全く不透明であり、いつまでこの区間をでかすと、完成させるとい

うことは申し上げられませんというふうな状況でございました。 

 日沿道は、新潟県を起点として、青森県を終点とする延長322キロの高速自動車国道でございま

すが、県境部分である酒田みなとから象潟インターまでについては、日本海の国道軸を形成する重

要路線であるにもかかわらず、いまだ基本計画路線、要するに象潟インターから以北のほうは整備

路線になっていますけれども、以南についてはまだ整備するとも何もない、計画路線なわけでござ

います。そういうことで、何とかこの区間を整備区間に格上げなるようにということで、遊佐町と

も、あるいは南部期成同盟会、由利本荘市、にかほ、あるいは秋田市含まれておりますが、そうし

た形で、関係省庁や、あるいは国会の先生方に要望活動を展開しているところでございます。先般

も与党のプロジェクトチーム、谷垣前国交大臣が座長になっていますけれども、メンバー16人で

すか、その方々にも、にかほ市長として要望活動をしてまいりました。また、自民党の四役にも要



- 72 - 

望活動を展開してきたところでございます。そのようなことで、何とかこの整備区間に格上げする

ようにということで、この前は遊佐町でああいう大会をやりましたけれども、何とか酒田みなとか

ら遊佐インターまでの都市計画決定にあわせながら、遊佐町、酒田、鶴岡、あるいは由利本荘、秋

田と連携しながら、この県境部分の期成同盟会、これを立ち上げたいと思っております。新年度の

予算で、期成同盟会ということで予算はつけてもらいました。この前の大会の中で使わせてもらい

ましたけれども、やはり遊佐町としては、酒田みなとインターから遊佐町のインターまでの都市計

画決定が決まらない現状の中では、「はい、県境部分だ、県境部分だ」という形にはなかなかいか

ないということで、期成同盟会の立ち上げまでは行っておりませんが、年明けには、そういう形で

進むというお話を聞いておりますので、何とか期成同盟会の立ち上げもしながら、一生懸命活動を

展開してまいりたいというふうに思っているところでございます。 

 それから、羽越本線についてでございますが、にかほ市管内では、金浦－仁賀保間が5.5キロ、

この区間が複線化になっております。県内では、西目－折渡間 17.6キロ、道川－下浜 6.6キロ、

計 29.7キロ、全体の 82キロに対して 36.2％の複線化率で、途切れ途切れになっているわけで

す。これは南のほうに行っても同じなわけでございます。このようなことで、何とか羽越本線の高

速化を図りたいということで、沿線自治体、これは秋田、山形、新潟の各自治体が連携しまして期

成同盟会を立ち上げながら、羽越本線の高速化を目指して、シンポジウムの開催や中央要望活動を

実施しているところでございますが、羽越本線は現状のお客さんを維持できない、年々落ち込んで

いるという状況の中にあるものですから、なかなかＪＲ東日本も腰を上げてくれないのが現状で

す。本社にも何回も行きました。けれども、なかなか腰を上げてくれないのが現状ではございます

けれども、少し視点を変えて、新潟駅での上越新幹線と羽越本線の同一ホーム化、要するに、今は

在来線から2階に上がって新幹線のほうに乗り換えをするわけですが、今、その事業がスタートし

ております。羽越本線も、あそこは羽越本線が途中で終わって、白新線になるのかな、あれが全部

新幹線のホームと同じレベルになって、すぐに乗り換えができるような形のものの工事が、今、着

手されております。これも確かに難しい環境にありましたが、これも一つのこれまでの期成同盟会

の活動の成果ではないかというふうに思っております。そういうことも含めて、何とか在来線の高

速化に向けて、実現性の高いものから段階的に要望して整備していただきたいと。当然ながら、高

速化を図るためには、複線化のほうも進めなければならないわけでございますので、そうしたこと

についてもこれからもさらに取り組んでまいりたいと思っております。 

 次に、武道島地区の駅を結ぶ跨線橋についてでございますが、にかほ市国土利用計画では、ＪＲ

象潟駅周辺の整備や、商業・サービス機能の強化、ＪＲ象潟駅前周辺における個性的でにぎわいの

ある観光都市としての魅力を向上するために、土地利用の有効な転換・利用を図っていくというふ

うに掲げてあります。具体的な構想としては、総合発展計画の基本計画に、交通ネットワークの整

備として象潟駅東西の円滑な交通を確保するために道路網の整備を検討するというふうになってお

ります。その取り組みとしては、平成18年11月に駅東側の工場跡地の一部を、2,275平米を取得

いたしまして、将来に跨線橋をかけていこうということで取得したわけです。また、旧象潟時代で

も、そのほかにも一部土地を買っている部分ございますので、この計画は決して消えたわけではご
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ざいませんけれども、大変厳しい財政状況の中で、やはり事業を選択していかなければならないと

いうことで、この跨線橋については、まだ取り組むには少し時間が－少しどころでないかも

しれません、時間がかかると考えておりますけれども、いずれにしても、計画は消えたものではご

ざいませんので、その点については御理解をいただきたいと思います。 

●議長（竹内睦夫君） 22番佐々木正己議員。 

●22番（佐々木正己君） 何点かお聞きします。 

 来年度予算、大変、市長が公務員になられて、また、今の職について、一番厳しいという感想が

ありました。そのとおりかなというふうに思います。具体的な事業の見直し等は、今のお話ですと

なさそうだというように受け取りましたが、それでいいのかどうか。それから、午前中に出ていま

した、まちづくり事業の交流センターの建築に際しては、当分見送る、当分というか少なくとも 1

年は見送るような答弁をされていたようなんですが、新年度ではまちづくりのセンターの建築の予

算は出てこないというふうに理解してよろしいのか、これが2点で、まずお聞かせください。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 基本的には、国の地方財政計画がどういう形で示されるのかが一つありま

す。それから、これから決まるであろう国の支援策、地方交付税、先ほど申し上げましたように、

1兆円のかさ上げは実現するのかどうかということもあります。そうした状況がある程度見えてき

た段階で、事業の見直しということはやっていかなければならないと思いますが、あまり大きな変

動がないようであれば、多少の事業は先送りにしても、基本的には継続事業を主体にして、事業は

展開してまいりたいと思っております。ただ、いずれにしても将来的な財政見通しをきっちり立て

た上での形でなければできないだろうというふうに思っております。 

 それから、交流センターについては、21年度では、大変申しわけないんですけれども、予算を

計上するという考えは持っておりませんが、金浦地区のまちづくり事業、これは計画されているも

のそのものについては実施してまいりたいと思っております。 

●議長（竹内睦夫君） 22番佐々木正己議員。 

●22番（佐々木正己君） 次に、交通体系の日沿道です。具体的に、場所ですけれども、インタ

ーチェンジの場所、なかなか具体的にイメージできない。金浦インターチェンジ、それから象潟イ

ンターチェンジは具体的にはあの辺だよという場所をお示しください。 

 それと、象潟インターチェンジの場所までは、期間はわからないにしろ、何とかなりそうだとい

うようなんですが、今の市長の説明ですと、象潟インターチェンジから遊佐まではもうまるっき

り、今までの大会でのあれででも、国土交通省の役員の人がみずからまるっきり白紙だというよう

な、全く何十年かかるかわからないような話に聞こえるんですが、今まで運動を展開してきて、こ

れからも一生懸命運動を展開をするということなんですが、運動の展開のしっ放しで、少なくとも

私の生きている間にできるのかどうか、だんだん心配になってきたんですけれども、何とか早く結

んでもらいたいんですが、やっぱり何ともならないのでしょうかというところで、再度答弁をお願

いします。 

 それから、羽越本線ですけれども、ちょっとインターネットで見たら、1983年、昭和58年、国
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鉄の財務状況悪化のために複線化を凍結するという文章が出てきたんですよね。先ほど市長が言っ

た金浦－仁賀保間は昭和 47年に複線化になっています。最後の複線化は、何と昭和 53年、1978

年、今から 30年前、山形県で一部複線化なったところがあって、それ以外、複線化工事がないと

いうことで、秋田支局に聞いたところ、「国鉄の時代でこういうような方針があるんですが、今の

ＪＲになってどうなんですか」と言ったら、簡単にすぐ答えが返ってきまして、「複線化の予定は

国鉄時代と同じで全くありません」というような、非常に冷たい返事が即返ってきたんですが、そ

ういうことになると全く、これは日沿道以上に、孫の代まで複線化ならないのかなという感じがす

るんですが、この辺の御所見を伺いたいと思います。 

 それから、武道島の東西を結ぶ跨線橋なんです。これも伺ったら、「財政的にはどうですか」

と。そしたら、「駅の増改築、あるいは新築等があれば別ですけれども、単独でやれば全部おたく

のほうで 100％」みたいな話なわけです。となると、今の市長の答弁で、財政が厳しい中で、計画

は、図面上は残っているかもしれませんけれども、これも全くほぼ不可能な感じがしないでもない

んですが、これらについてもう一度御答弁をお願いします。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、市長。 

●市長（横山忠長君） 金浦、象潟のインターチェンジの場所については、担当の部長から答弁さ

せます。 

 羽越本線の複線化、ＪＲではそのように言うでしょう。言うでしょうけれども、我々はやっぱり

一つの望みを託して、一生懸命活動するしかない。ＪＲにもお願いする、国会議員、国のほうにも

お願いする、これしかないと思います。ただ、場所によっては、30年前に用地買収して終わって

いるところもあるんですよね、線路はなっていないけれども。蚶満寺の周辺、あの辺なんかはもう

用地買収が済んでいるんですよね。そういうところも、ある程度区間を見ればあると思うんです。

ですから、我々としては、ＪＲで簡単にできないと言われても、やはりこの地域の高速交通体系、

これをつくっていくためには、少なくともＪＲの複線化、これは必要だということで、これからも

要望活動は展開していきたいと思っております。 

 象潟駅の東西、これは最初から、ＪＲ東日本からお金をもらって、補助金をもらって、負担をも

らってという考えは最初からありませんでした。仮に駅をつくったとしても本当に微々たるもので

す、ＪＲが出す部分は。ですから、これはやるとすれば、市の単独事業－いい補助事業があ

れば別ですけれども－それはそういう形で最初から覚悟を決めていた事業でございます。そ

ういうことで、今すぐは取り組むことができませんけれども、計画だけでは消えたわけではないの

で、御理解をいただきたいと思います。 

●議長（竹内睦夫君） 答弁、建設部長。 

●建設部長（佐々木秀明君） インターチェンジの具体的な位置ということで、私のほうから、ち

ょっと言葉で説明してわかるのか心配なんですけれども。 

 金浦のインターチェンジは、ちょうど国道7号線の金浦のバイパス、こちらから向かっていきま

すと、市役所の金浦庁舎への入り口という看板があって、そこを左のＴ字路、曲がるＴ字路がござ

います。その約 100メートルぐらい手前－あ、100じゃない、すみません、200メートルぐら
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い手前の右側、東側にインターチェンジの接続になるルートになっています。そこから入ったとこ

ろにインターチェンジというふうに理解してもらえればと思いますけれども。あと、象潟のインタ

ーチェンジですけれども、象潟の斎場のちょっと西側になります。ちょうど県道象潟矢島線の改良

した部分ありますけれども、あの部分がちょうどインターチェンジとの接続になるルートというん

ですか、ちょうど真ん中ぐらいに接続するような格好になっております。いずれにしても、都市計

画サイドはすべて認定というか、決定になっていますので、図面も金浦庁舎のほうの都市整備課の

ほうに来ればいつでも詳しく見られますので、もしよかったらそちらで位置的なものも確認してい

ただければと思いますので、お願いします。 

●議長（竹内睦夫君） 市長。 

●市長（横山忠長君） ちょっと先ほどの答弁の中で、私、単位を間違ってお話ししたようでござ

いますので、訂正をさせていただきたいと思います。 

 21年度の普通交付税算定において、固定資産税及び法人市民税の影響額試算では、増額要素と

して固定資産税分が「4,000万円」を「4,000億円」と言ったそうでございます。「4,000万円」

でございますので、訂正をさせていただきたいと思います。（該当箇所訂正済み） 

 それから、羽越本線でございますが、秋田県内の全路線の延長が 82キロでございますが、その

うち複線化になっているところが 29.7キロで、整備率が「36.2％」のところを「32％」という形

でお答えしたようでございますので、この点についても御訂正をお願いしたいと思います。（該当

箇所訂正済み） 

●議長（竹内睦夫君） 22番佐々木正己議員。 

●22番（佐々木正己君） 来年度予算について要望等を申し上げて一般質問を終わりたいと思い

ますが、厳しいのはもちろんわかります。もちろん市民もそういうふうになってくるだろうという

のはわかりますけれども、ぜひ予算配分は、市民の生活に密着した部分においては削らないで、十

分に手当をしながら予算編成をして、「また何と、市、銭ないから、これもしないんだとや」とい

う声が大きくならないような特段の御配慮をぜひお願いしたいというふうに思います。これで終わ

ります。 

●議長（竹内睦夫君） これで22番佐々木正己議員の一般質問を終わります。 

 以上で本日の日程は全部終了しました。本日はこれで散会します。 

 

午後2時56分 散 会 

 

────────────────────────────── 

 

 


